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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期

決算年月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月 2025年６月

売上高 (千円) 762,231 1,124,080 1,532,167 1,798,412 1,952,131

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △42,888 70,788 148,279 211,483 272,906

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) △25,954 44,027 101,823 154,986 193,948

持分法を適用した場合
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 10,000 10,000 235,400 56,735 58,914

発行済株式総数 (株) 1,000,000 1,000,000 1,245,000 1,270,100 1,277,300

純資産額 (千円) 202,383 246,522 799,033 967,092 1,136,655

総資産額 (千円) 734,675 677,872 1,232,382 1,437,920 1,569,831

１株当たり純資産額 (円) 201.72 245.75 641.19 761.15 899.08

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

(円) △25.95 44.03 96.14 123.66 152.15

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 91.23 119.05 149.01

自己資本比率 (％) 27.5 36.3 64.8 67.2 72.4

自己資本利益率 (％) △12.1 19.7 19.5 17.6 18.4

株価収益率 (倍) ― ― 66.05 28.30 14.12

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 28,745 83,089 115,499 56,675 134,959

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,674 5,052 △10,776 △104,672 △32,061

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 141,854 △120,404 352,010 △23,590 △94,088

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 423,478 391,214 847,949 776,362 785,172

従業員数
〔他、平均臨時雇用者数〕

(名)
72 82 91 106 120

〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕 〔―〕

株主総利回り (％) ― ― ― 55.1 33.8
（比較指標：東証グロース
市場250指数）

(％) (―) (―) (―) (81.0) (91.7)

最高株価 (円) ― ― 6,530 5,940 4,005

最低株価 (円) ― ― 3,530 3,175 1,958
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（注）１．当社は連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第19期の期首から適用してお

り、第19期以降に係る主要な経営指標等については当該会計基準を適用した後の指標等となっております。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第18期は関連会社が存在するものの、利益基準及び利益剰余

金基準からみて重要性が乏しいため、また、第19期から第22期は関連会社が存在しないため記載しておりま

せん。

４．2021年２月１日付で株式１株につき5,000株の株式分割を行っております。第18期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）を算定

しております。

５．第20期における資本金、純資産額及び自己資本比率の大幅な増加は、2023年３月31日に東京証券取引所グ

ロース市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄへ上場したことに伴う新株発行によるものです。

６．第21期における資本金の減少は、2023年10月31日付の減資によるものです。

７．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

８．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第18期及び第19期は潜在株式が存在するものの、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

９．第18期及び第19期の株価収益率は、当社株式が非上場であるため記載しておりません。

10．従業員数は期末日退職者を含む就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイトを含む。）は

含んでおりません。なお、平均臨時雇用者数は、臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満であるため

記載を省略しております。

11．第18期は、今後の事業拡大を意図した積極的な人材採用に伴う、人件費、人材採用費が増大したこと等に伴

い経常損失、当期純損失を計上しております。

12．第18期から第20期の株主総利回り及び比較指標は、2023年３月31日に東京証券取引所グロース市場に上場し

たため、記載しておりません。第21期以降の株主総利回り及び比較指標は、2023年６月期末を基準として算

定しております。

13．株主総利回りの比較指標は、東京証券取引所の市場区分見直しに伴い、「東証マザーズ指数」から「東証グ

ロース市場250指数」へ変更されております。

14．最高・最低株価は、東京証券取引所グロース市場におけるものであります。

　　ただし、当社株式は、2023年３月31日から東京証券取引所グロース市場に上場されており、それ以前の株価

については該当事項がありません。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

2002年５月
代表取締役社長 納富 貞嘉、取締役副社長 濱﨑 陽一郎が九州大学大学院（システム情報科学府）
在学中にシステム開発事業で起業

2003年10月 大学院修了後、資本金250万円で株式会社Ｆｕｓｉｃを設立

2005年３月 資本金を1,000万円に増資

2009年２月
本人の成長へと繋がる自己理解の場を提供し、相互フィードバック文化を育む人事課題解決システ
ム「360度評価支援システム」をリリース

2009年４月
プライバシーマーク使用許諾事業者として一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）より
認証取得（認定番号 18820145（01））

2012年６月
Amazon Web Services （注１）（以下「AWS」という。)のグローバルパートナープログラム「APNコ
ンサルティングパートナー」に認定（注２）

2013年11月
AWSのグローバルパートナープログラム「APNアドバンストコンサルティングパートナー」に認定 
（注３）

2016年12月 AWSの「AWSパブリックセクターパートナー」に認定（注４）

2017年３月
連絡をメールやLINE、スマホアプリといった複数の方法で受け取ることができる連絡サービス
「sigfy」をリリース

2017年３月
福岡県ベンチャービジネス支援協議会が主催する「フクオカベンチャーマーケット大賞2017」にて
大賞を受賞

2017年７月 国立情報学研究所が運営する「学認クラウド導入支援サービス」の参加クラウド事業者に認定

2017年８月
IoTプラットフォーム SORACOMを運営する株式会社ソラコムのパートナープログラムである
「SORACOM パートナースペース」における「SPS 認定済パートナー」として認定

2017年11月 AI・機械学習を活用したコンサルティング事業（現 データインテグレーションサービス）を開始

2017年11月 Google Cloud PlatformTMの「GCP テクノロジーパートナー」に認定

2018年12月
情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際規格である「ISO/IEC 27001（JIS Q
27001）」の認証を取得

2019年７月
クラウド事業者として初めて衛星リモセン法（注５）に基づく「衛星リモートセンシング記録を取
り扱う者」の認定を取得

2021年８月
本人の成長へと繋がる自己理解の場を提供し、相互フィードバック文化を育む人事課題解決システ
ム「360度評価支援システム」の名称を「360（さんろくまる）」に変更

2021年９月
株式会社フィックスターズと量子アニーリングクラウド「Fixstars Amplify」のパートナー契約を
締結

2023年３月 東京証券取引所グロース市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄに同時上場

2024年２月
連絡サービス「sigfy」が情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)の国際規格である
「ISO/IEC 27017：2015」の認証を取得

2024年４月
デジタル地図開発プラットフォームを提供するマップボックス・ジャパン合同会社とパートナー契
約を締結

2024年５月 AI教習所株式会社への第三者割当増資引受けによる出資並びに業務提携契約を締結

2025年３月
「SORACOM パートナースペース」における上位認定である「SELECTED インテグレーションパート
ナー」に認定

2025年３月 女性活躍推進企業として「えるぼし認定」で３つ星を取得

2025年３月 株式会社まちのわホールディングスへの第三者割当増資引受けによる出資契約を締結

2025年６月 新ブランドスローガン「OSEKKAI × TECHNOLOGY」を発表
 

 
（注）１．Amazon Web Servicesとは、Amazon Web Services, Inc.の提供する、Webサービスを通じてアクセスできるよ

う整備されたクラウドコンピューティングサービス群の総称です。

　　　２．APNとは、AWS Partner Networkの略称であります。AWSパートナー企業のビジネス、技術、マーケティング、

市場開拓等における活動を支援・促進するための様々なサポートを提供する制度です。AWSの活用を支援する

「コンサルティングパートナー」と、AWSを使ったソフトウェア・サービスを提供する「テクノロジーパート

ナー」の２つに大分されます。「APNコンサルティングパートナー」は、AWSに関する営業体制を保有し、AWS

を活用したシステムインテグレーションやアプリケーション開発能力をAmazon Web Services, Inc.に認定さ

れたパートナーの総称であり、営業・技術力、導入実績、貢献度等に応じて「レジスタード」「スタンダー

ド」「アドバンスト」「プレミア」の４階層が存在します。当社は、九州で初の「アドバンストパート
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ナー」の認定を受けており、現在も「アドバンストパートナー」を継続しております。

３．「APNアドバンストコンサルティングパートナー」は、2022年１月から「APNアドバンストティアサービス

パートナー」に名称変更されております。

４．「AWSパブリックセクターパートナー」とは、AWSのテクノロジーによって行政機関、教育機関、非営利組織

等に貢献するパートナーを認定する制度で、公共分野における当社のAWS導入実績が評価されました。

　　なお、「AWSパブリックセクターパートナー」プログラムは、2025年１月を以て終了しております。

５．衛星リモセン法とは、衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律の略称で、地球を対

象とした衛星リモートセンシングによって得られるデータは、悪用されると国の安全保障上の利益を害する

おそれがあることから定められています。
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３ 【事業の内容】

　当社は、テクノロジーカンパニーとして、クラウドやAI、IoT等の様々な技術を活用し、クライアントのシステ

ム開発、技術コンサルティング等を通じて、デジタルトランスフォーメーション（以下「DX」という。）の推進を

支援する事業を展開しております。

　

　　　（1）事業の概要

　　　　 当社の事業は「DX事業」の単一セグメントですが、サービス別の分類は以下の通りです。

 
①「クロステクノロジーサービス」

クラウド環境構築やシステム開発、IoTによるデータ収集やAIによるデータ分析等、多様なデジタルテク

ノロジーを活用し、クライアントの課題解決に最適な技術を提供、貢献することを目指すサービス。

②「MSP（注１）サービス」

システム及びクラウド環境の保守運用並びにパブリッククラウド（AWS）の再販売を行うサービス。

③「その他サービス」

顧客の要望に合わせて開発したシステムから汎用性の高いものを「プロダクトサービス」化して提供する

サービス。360度評価ツール「360（さんろくまる）」と、連絡網サービス「sigfy（シグフィー）」を展

開。

 
　　　　当社の強みは、クライアントが置かれているDXのステージに応じて幅広く支援できることです。日本が置かれ

ている状況を鑑みると、多くの企業・組織は業務をシステム化しているものの、容易に変更や拡張することが困

難なレガシーシステムが基盤になっていたり（DXレベル０）（注２）、「人が作業すること」を前提に設計され

たりしているものであり、「IT技術に多くを任せること」を前提に業務を見直し、大幅な生産性向上や新たな価

値創造に資するデータ蓄積が行われていないという現状があります（DXレベル１）。それを乗り越えた一部の企

業・組織においても、次のレベルとしてデータを活用した企業価値の向上という新たな課題に直面しています

（DXレベル２）。

　DXレベル０及びDXレベル１のステージにいるクライアントにおいては、広範なIT技術群を前提に業務を見直

し、最適な技術を組み合わせ、既存のシステムを刷新することが重要と考えております。当社のクラウドインテ

グレーションサービスは、クラウドファーストの視点を維持しながらも、特定分野・技術に特化せず、ソフト

ウェア開発からUI/UX（注３）に至るまで幅広い技術群の中からクライアントにとって最適な組み合わせを提供で

きることが特徴です。

　DXレベル２のステージにいるクライアントについては、データ集積基盤が既に存在している前提で、データに

基づく事業運営や価値創出を可能にする良質なデータ収集や活用ノウハウが重要となります。当社のデータイン

テグレーションサービスは、IoTベンダーとのアライアンスによる更なる良質なデータ収集ソリューションと、自

社AI人材によるコンサルティング機能を有しており、データの収集から活用まで一貫して支援できることが特徴

です。

　他方、当社でこれまで開発してきたシステムのうち、汎用性が高く多くの人の課題解決に貢献できるものを

SaaS（注４）化しており、これを「プロダクトサービス」（サービス区分上は売上構成比が低いため「その他

サービス」と表記しております）と位置づけております。360度評価特化型人事評価サービス:360（さんろくま

る）は累計1,000社以上の企業や組織にご利用いただいております。また、学校向け連絡サービス:sigfyは、全国

の高校・中学校・小学校・幼稚園・保育園などでご利用頂いており、広告機能や集金機能を備えております。
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各サービスの詳細は以下の通りです。

 
①クロステクノロジーサービス

クラウド環境の構築やシステム開発、IoTを活用したデータ収集、AIによるデータ分析など、多様なデジタ

ルテクノロジーを横断的に組み合わせて提供するサービスです。特定の技術領域にとらわれることなく、ク

ライアントの業種・規模・課題に応じて最適な技術を選定・適用することで、経営課題の解決や業務効率

化、新規ビジネスの創出に貢献しています。

案件規模は数百万円から数千万円の中小型案件を中心としており、開発期間も数週間から数か月と比較的

短期で進行するのが特徴です。契約形態は準委任契約が中心であり、構想の策定から概念実証・設計、開

発・実装、検証、運用・内製化支援までのすべての工程を内製化し、ワンストップ型で提供することによ

り、迅速かつ柔軟な支援を実現しています。

 
②MSPサービス

システム及びクラウド環境の安定稼働を支える保守・運用業務等のメンテナンスサービスを提供するとと

もに、パブリッククラウド（AWS）のリセールサービスでは、AWSに関する技術支援及びAWS利用料金の支払代

行を行っております。監視・障害対応・セキュリティ対策・コスト最適化支援など、クラウド活用に伴う運

用課題を幅広くカバーし、クライアントが安心して本業に注力できる環境を提供しています。

ストック型のビジネスモデルであり、継続的な契約に基づき安定的な収益基盤を形成しています。契約形

態は、メンテナンスサービスでは準委任契約、リセールサービスでは従量課金が中心であり、システムの特

性やクライアントのニーズに応じて柔軟に対応しています。クラウドの普及が進む中で、専門知識を持たな

い企業にとっては運用負荷が大きな課題となる中、当社はMSPサービスを通じて顧客の運用負担を軽減し、安

心してクラウド活用を継続でいきる環境を提供しています。

 
③その他サービス

a. 360（さんろくまる）

多面評価（360度評価）に特化し、その煩雑な業務を効率化するサービスを提供しています。業種や規模を

問わず1,000社以上の企業や官公庁、学校法人等の団体に利用いただいています。設問のカスタマイズやスマ

ホ対応、結果資料の自動作成が可能なほか、評価時のみ利用量が発生する料金体系のため、柔軟かつ効率的

に運用できる点が特徴です。また、「AI気付きサポート機能」の搭載やアクセシビリティ向上等をはじめと

する機能の改善に継続的に取り組んでいます。多面評価を通じて、次世代リーダーや管理職層の育成を加速

するとともに、組織全体に相互フィードバックの文化を根付かせることを支援しています。2024年12月に

は、情報セキュリティマネジメントシステム認証「ISO/IEC 27001:2022」に加え、ISMSクラウドセキュリ

ティ認証「ISO/IEC 27017:2015」を2024年12月25日に新たに取得しております。

 
b. sigfy

「学校連絡をもっと楽にシンプルに」をコンセプトに、学校と保護者をつなぐ連絡サービスを提供してい

ます。メールやスマートフォンアプリといった複数の方法で通知が可能であり、高校・中学校・小学校・幼

稚園・保育園など全国の教育機関で幅広く利用されています。メッセージ送信機能や欠席遅刻連絡機能、ア

ンケート機能等に加え、集金機能等を備えており、学校運営の効率化や教職員の業務負担の軽減に貢献して

います。また、すべての利用者が、安心安全に、使いやすいサービスを目指し、継続的な機能改善を行って

おります。2024年２月には、利用者がより安心してサービスをご利用いただける環境を提供するため、情報

セキュリティマネジメントシステム認証「ISO/IEC 27001:2013」に加え、ISMSクラウドセキュリティ認証

「ISO/IEC 27017:2015」を新たに取得しております。
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（2）当社のビジネスモデルについて

　　　　変化の激しいITの世界においては、先端技術をいち早く習得し、事業化することが肝要と考えております。そ

のため、当社は創業時からプライム案件を基本とし、プロセスの内製化によるワンストップ型のサービスを提供

してまいりました（図１）。また、クライアント伴走型で中小型案件を中心としたシステム開発案件で多くの実

績を積むことで、技術を内部に蓄積してまいりました（図２）。また、社員の自由な技術習得を奨励しており、

技術探究を行う合宿の定期実施や研究費用支援など、社員の学習機会を支援する様々な制度を展開しておりま

す。そのような土壌で育まれた先進技術の知識を基に、学術研究機関や企業の先進技術分野の研究開発に高い専

門性と提案力を武器に伴走し、そこで得た先進技術の実績と知見を、全国の大学・自治体や九州・福岡の地域企

業を中心に展開する流れを推進しております。このサイクルをエコシステムとして確立することで、社会全体の

DX推進に貢献していきます（図３）。

 
 

図１：ワンストップ型のサービス提供イメージ

 

図２：ビジネスモデル（開発案件における当社の特徴）
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図３：先進技術の習得サイクルと社会へ還元するエコシステムのイメージ

 
（3）当社の強みである技術結合力について

当社は、先進技術の習得サイクルと社会へ還元するエコシステムを確立してきたことにより、既存技術と新技術

を幅広く保有し、それらを融合させて提供できる「技術結合力」（図４）を構築してきました。これは、特定の技

術領域に特化した専業のITベンダーにはない当社ならではの強みであると認識しております。これにより「開発の

機動力・スピード」「柔軟性」「開発コストの適正性」といった価値をお客さまに提供しております。

 
 

図４：技術結合力のイメージ
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（注１）MSP

Managed Service Providerの略で、クライアントが利用するコンピュータやシステムの運用や監視、保

守を行うことです。

（注２）DXレベル

経済産業省の「DXレポート２ 中間取りまとめ」（令和２年12月発行）によると、我が国のDXへの取り

組みは想定以上に遅れていることが判明し、企業の９割以上がDX未着手あるいはDX途上にあるとされてお

ります。当社では、DXに全く取り組めていない未着手の状態を「DXレベル０」、散発的な実施にとどまる

途上状態を「DXレベル１」、全社横断的かつ持続的にDXに取り組み経営変革に繋げることのできるデジタ

ル企業を「DXレベル２」と表現しております。

（注３）UI/UX

UI(User Interface／ユーザーインターフェース)とは、「ユーザーがPCやスマートフォン等のデバイス

とやり取りをする際の入力や表示方法などの仕組み」を意味します。また、UX(User Experience／ユー

ザーエクスペリエンス)は、「サービスなどによって得られるユーザー体験」のことを指します。

（注４）SaaS

Software as a Serviceの略。ソフトウェアを利用者（クライアント）側に導入するのではなく、提供

者（サーバ）側で稼働しているソフトウェアを、インターネット等のネットワーク経由で、利用者がサー

ビスとして利用する状況を指します。
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４ 【関係会社の状況】

　　該当事項はありません。

 
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

   2025年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

120 33.4 4.4 5,982
 

（注）１．臨時従業員数については、従業員数の100分の10未満のため、記載を省略しております。
２．年間平均給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３．当社の事業は、単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。
４．前事業年度末に比べ従業員が14名増加しております。主な理由としては、業務の拡大に伴い期中採用が増加
したことによるものであり、これは当初から積極的に採用を進める計画に基づいたものであります。

 

(2) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満な関係にあり、特記する事項はありません。

 

(3) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

2025年６月30日現在

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の割合(％)

(注１)

男性労働者の
育児休業取得率(％)

(注２)

労働者の男女の
賃金の差異(％)(注１)

全労働者
正規雇用
労働者

非正規雇用
労働者

16.7 100 75.0 77.6 ―
 

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出しており
ます。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規
定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成
３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出しております。

３．「-」は男性の対象者がいないため算出できないことを示しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）会社の経営方針

当社は、「個性をかき集めて、驚きの角度から世の中をアップデートしつづける。」というVision(あるべき姿)を

実現するべく、常に変化する経営環境、市場動向に的確に対処し、企業価値のさらなる向上に向けて事業展開を進め

ております。

当社の属するDX市場は、生成AIやAIエージェントの急速な進化・普及により社会的影響が拡大し、産業構造そのも

のの変革が進みつつあります。こうした技術の進展は、AI活用を前提としたビジネスの広がりを促進すると同時に、

クラウドインフラ需要の拡大など当社事業領域における成長機会を生み出しています。一方で、変化のスピードは加

速しており、こうした社会・産業の構造変化を見越した柔軟かつ先見的な事業戦略の立案・実行が不可欠であると考

えております。

当社はこうした認識のもと、持続的成長を支える経営基盤の強化に加え、「OSEKKAI × TECHNOLOGY」というブラ

ンドスローガンのもとでテクノロジーによる価値を創出し続けることが重要と認識しております。

 
（2）経営環境及び中長期的な会社の経営戦略

　現在、生成AIやAIエージェントの進化・普及は、社会や産業の構造変革を促し、企業における業務の在り方を変化

させようとしています。当社が事業を展開するIT分野では、生成AIやAIエージェントの急速な進化・普及により、技

術のコモディティ化と民主化が加速し、企業は「新技術をいかにして業務や価値創出プロセスに組み込むか」という

新たな経営課題に直面しています。また、システム開発分野においては、急速に進化する生成AIやAIエージェントへ

の対応が強く求められており、従来の「労働集約型システム開発」から「AI-Native（注１）なシステム開発」への

抜本的な転換が急務となっております。

これらのAI分野における急速な発展に加え、企業のDX推進の拡大を背景として、パブリッククラウド（注２）サー

ビス市場は引き続き成長を続けています。国内市場規模は、2024年の４兆1,423億円から、2029年には約2.1倍となる

８兆8,164億円へ拡大すると予測されています。（出所：IDCJapan株式会社「国内パブリッククラウドサービス市場

予測、2025年～2029年」）

また、当社が注力する宇宙産業は、国家主導から民間主導への転換期を迎え、新たな市場として急速に拡大してお

ります。ロケットや人工衛星の開発・打ち上げといったハードウェア領域に加えて、それらを管理・制御する地上シ

ステムの構築や衛星データの利活用に伴うデータ基盤の構築等、ソフトウェアを中心とした産業領域が徐々に拡大し

ており、今後さらに拡大することが見込まれております。

また、当社が自社プロダクトである多面評価サービス「360（さんろくまる）」を展開するHRTech市場は、人的資

本経営の重要性が高まる中で成長を続けております。さらに、連絡サービス「sigfy（シグフィー）」を展開する教

育ICT市場は、教育現場における働き方改革の推進等を背景にDXの需要が高まっております。

　このような環境の下、当社は、テクノロジーを軸に多角的に成長する企業グループへの転換を図ると共に、中長期

的な高成長を実現する経営基盤を構築するため、次の４つのテーマに対して重点的に取り組んでまいります。

 
①AI-Nativeな開発プロセスへの全面移行と大幅な人員拡充

生成AIやAIエージェントの急速な進化・普及に対応し、AI-Nativeな開発プロセスへの全面移行を進めるため、AI

コーディングツール等への積極的な投資を実行してまいります。これにより、開発プロセス全体の生産性を大幅に向

上させるとともに、採用ペースの引き上げによる人員体制の拡充を並行して進め、開発キャパシティの大幅な強化を

図ってまいります。

 
②宇宙産業関連ソフトウェア市場でのプレゼンス向上

今後、グローバル市場・国内市場ともに成長が期待される宇宙産業関連ソフトウェア市場へのアプローチをいち早

く実施し、マーケットリーダーとしての地位確立を目指してまいります。そのためにも、宇宙関連ビジネスを推進す

る専任の事業推進体制を構築し、宇宙関連企業とのパートナーシップ、マーケティング投資等の強化に取り組んでま

いります。

 
③教育・人材関連プロダクトの再構築

多面評価サービスとして展開している「360（さんろくまる）」については、既存市場におけるシェア拡大を図る

と共に、用途開発を行うことで今後はさらに規模の大きな市場へ拡大することを目指しております。また、連絡サー

ビス「sigfy（シグフィー）」は、教育現場における働き方改革の推進を背景に需要が高まる中、既存市場における

シェア拡大を目指し、積極的なマーケティング投資や営業体制の強化に取り組んでまいります。

 
④積極的なM&Aの実施

当社が、テクノロジーを軸に多角的に成長する企業グループへの転換を図るためには、M&Aや戦略的提携による競

争力の強化や新たな技術の獲得、事業ポートフォリオの多様化等に取り組むことが重要であると考えております。同

業企業に対するロールアップ型M&Aによる事業規模拡大を軸に、九州エリアの非テクノロジー企業に対するM&Aを通じ

た新市場への拡大や異業種への進出を図ってまいります。
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（3）目標とする経営指標

当社は、更なる事業の拡大及び収益性の向上を特に表す指標として、売上高成長率並びに営業利益成長率を重視し

ております。また、これらの売上高成長率並びに営業利益成長率を高めるための指標として、①エンジニア一人当た

り売上高、②顧客平均単価、③取引顧客数の３つの指標も重視しており、中長期的な事業拡大と収益性向上により企

業価値の向上と株主価値の向上を図ってまいります。

 
（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

１．新技術への対応

　生成AIやAIエージェントの急速な進化・普及は、産業構造の変革を促し、当社が属するIT業界でもシステム開発工

程の効率化や自動化を加速させています。このような事業環境の下で当社が継続的に事業を拡大していくためには、

これらの技術を基盤としたAI-Nativeなシステム開発プロセスへ全面的に移行することが重要であると認識してお

り、今後も最新技術への適時対応と新サービスの開発に継続的に取り組んでまいります。

 
２．優秀人材の確保と育成

　IT人材が不足していることに加え、技術が急速に進化する中、新しい技術への高い関心と常に学び続ける姿勢を有

する人材の確保が、当社の成長に欠かせない重要課題であると認識しております。当社では、通常の採用活動に加え

社員紹介制度のリファラル採用の強化や、新卒・中途入社者向けのOJT教育や勉強会などを積極的に実施していま

す。また、クライアントのDX事業と自社運営のプロダクトを両輪で展開し、特定技術に偏らないことは、好奇心旺盛

なエンジニア人材を獲得する上で当社の独自性を形成しております。

　人材の確保と同時に、社員の能力開発・向上のための研修参加、資格取得費用の会社負担、認定資格取得時の報奨

金制度など、人事評価制度の継続的改善運用を通じて、社員の能力を最大限に発揮させる仕組みと、能力向上を促進

するカルチャーを確立してまいります。また、奨学金返済を支援する制度を設け、経済的・心理的な不安を軽減する

ことで、社員が安心して働ける環境づくりを進めております。

　また、働き方の多様性に対応するため、リモートワーク、コアタイムなしのフルフレックス、時短勤務制度などを

積極的に推進するとともに、一定の出社を推奨し、対面で効率的なコミュニケーションや仕事の垣根を越えた人材の

交流も重視しております。さらに、女性活躍推進の取り組みが評価され、厚生労働大臣より「えるぼし認定」の３つ

星を取得するなど、誰もが働きやすい職場環境を整えることで、次世代を担う優秀な人材の育成、定着に繋げてまい

ります。

 
３．サービスの高付加価値化、利益率の向上

　当社は、成長戦略を着実に実行し、売上高の安定的な高成長を実現するとともに、営業利益率の向上を図ることが

重要な課題だと認識しております。そのため、エンジニア人材の採用力を強化し増員を進めるとともに、多様なお客

さまの課題に最適なソリューションを提供できる体制を整備し、セールス・マーケティング人材の拡充を通じて受注

機会の拡大と単価向上を図ってまいります。また、開発プロセスの継続的な改善、社内における技術の共有や教育訓

練等を推進し、より強固な開発体制の構築に努め、IT技術を通じた社会課題の解決を実現してまいります。

 
４．競争優位性の確保

　当社が今後も成長を持続していくためには、他社との差別化を実現し、サービスの優位性を高めるための機能強

化・拡充が必要不可欠であると認識しております。当社は、特定の分野や技術に固執することなく、AI、IoT、クラ

ウド、量子コンピュータといった最先端技術から、Web、モバイル、ビッグデータ解析、UI/UX設計など幅広い技術を

組み合わせ、最適なソリューションを提供することを重視しています。また、アジャイル開発やマイクロサービス等

の開発手法を活用することで、顧客ニーズの多様化や変化に柔軟に対応できることが当社の強みと認識しておりま

す。今後も当社ならではの付加価値を高めるサービスの展開に取り組んでまいります。

 
５．コーポレート・ガバナンス体制及び内部管理体制の強化

当社は、今後も事業のさらなる拡大と持続的成長を見込んでおり、それに対応した内部管理体制の強化が重要な課

題であると認識しております。経営の公正性・透明性を確保すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を図るととも

に、適切な内部統制システムの整備・運用を推進してまいります。

 
６．健全な財務基盤の構築

財務基盤の健全性を維持しながら、優秀な人材の採用及び育成、事業開発及び研究開発活動、さらにはM&Aなど将

来の事業拡大に向けた投資資金需要に対応するため、事業資金を安定的に確保することが必要不可欠であると考えて

おります。今後の資金調達手段としては、主に金融機関からの借入、エクイティファイナンスを検討し、持続的な成

長を支える健全な財務運営を図ってまいります。

 
（注１）AI-Native

既存の業務プロセスに「AIを後から導入する」のではなく、「最初からAI活用を前提に事業や組織を設計・運

営する」状態を指します。これにより、業務効率性や新サービスの開発スピードで大きな優位性を持つ可能性が

生まれます。
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（注２）パブリッククラウド

広く一般のユーザーや企業向けにクラウドコンピューティング環境をインターネット経由で提供するサービス

のことをいいます。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社のサステナビリティに関する考え方及び取り組みは、次の通りです。なお、特に記載のない限り、文中の将来

に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものです。

人口問題や気候変動、災害リスクの高まりなど、社会を取り巻く環境の変化に加えて、IT、特に生成AIやAIエー

ジェントの急速な進化・普及によって、企業活動から個人の消費・生活スタイルに至るまで社会トレンドがめまぐる

しく変化する中で、企業が対応しなければならない社会課題やニーズは複雑化・多様化しています。

このような環境の下、当社は、生成AIやAIエージェントの急速な進化・普及による社会の変化の局面を更なる成長

の機会と捉え、サステナブルな社会の実現に向けて、テクノロジーカンパニーとして様々な技術を積極的に活用し、

DXの推進を通じて社会課題の解決・地球環境の保護に貢献することでクライアントとともに成長する、長期的な視点

でのサステナビリティ経営を推進していきます。

 

(1) ガバナンス

取締役会は、サステナビリティを巡る課題について議論し、監督を行う責任と権限を有しております。広範なサ

ステナビリティに関する課題に積極的かつ適切に対応するため、重要課題であるマテリアリティの特定、サステナ

ビリティ関連のリスク及び機会を識別し、管理するための統制について審議し、方針等の決定を行ってまいりま

す。

更に、サステナビリティ経営の推進に向けて、本社機能の最適化による経営基盤の整備について、人権・労働、

コンプライアンス、リスクマネジメントの領域ごとに、衛生委員会及びリスク・コンプライアンス委員会にて協

議・推進を行い、取締役会がこれらの活動を監督し、監査役会は、独立した立場から意見を行うこととしておりま

す。また、必要に応じて外部有識者の知見を得ながら、今後の外部環境の変化に対応し、全社的なサステナビリ

ティ経営を推進してまいります。

 
(2) 戦略

当社は、テクノロジーカンパニーとして様々な技術の活用を通じて、クライアントのDXを推進することで社会課

題の解決に貢献し、事業を拡大してきました。当社が属するIT業界では、技術革新が絶え間なく行われておりま

す。このような事業環境の下で当社が継続的に事業を拡大していくためには、新技術を素早く取り入れていく必要

があると認識しており、新技術及び新サービスの開発に継続的に取り組んでおります。

今後、より一層のDX推進を行うために、株主・クライアント・従業員をはじめとするすべてのステークホルダー

とともに、DX推進による社会課題の解決や持続可能な社会の構築に一層貢献することが重要と考えております。

当社は、上記事項の達成に向け、事業活動の中心は「人」であると考え、求める人材像を以下のように定め、一

人一人の成長と組織の成長が連動し相乗効果を発揮することを目指しております。

「自立」：自立した姿勢で、常に前向きに物事に取り組み、最後までやり遂げる人材

「個性」：自らの強みや可能性を信じ、本質を追求し周りに影響を与える人材

「協働」：相互に繋がり、お互い助け合うことができる人材

 
① 人材育成

当社の競争力の源泉は、変化の激しいIT業界において、技術トレンドや社会ニーズを継続的にキャッチアッ

プすることで築いた「新技術に取り組む土壌」、その新技術と既存技術を複合的に連携させる「技術結合

力」、そしてそれを多様な業界へ展開する「展開力」によって構成されております。
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これらの優位性を維持・向上し続けるため、創業当初より、新卒・中途入社者向けのOJT教育や勉強会などを

実施し、社員への新技術探求を奨励する仕組みを整備してきました。加えて、技術や業務に関する情報を文章

とした可視化・共有するドキュメント文化を推進するため、ナレッジ共有システムを導入・活用し、個々の経

験や知見を組織全体の資産として蓄積しております。こうした取り組みにより、社員が常に新しい分野や新技

術に目を向け、積極的にチャレンジする文化を醸成してまいりました。さらに、生成AIやAIエージェントの急

速な進化・普及を好機と捉え、エンジニアにとどまらず、社員全員がこれらの新技術、新サービスを積極的に

活用し、AI-Nativeなシステム開発による効率化や業務の自動化などの取り組みを全社一丸となって推進してお

ります。こうして得た新技術を、より多くの業界・業種のクライアントのDX推進に結びつける「展開力」を強

化するために、技術に精通したセールス・マーケティング人材の育成も並行して推進してまいります。

 
② 個性の尊重

当社は、「個性をかき集めて、驚きの角度から世の中をアップデートしつづける」をVision（あるべき姿）

として掲げております。これに基づき、年齢や性別、国籍等を問わず、多様な人材が様々な視点や価値観から

議論を重ねることで、クライアントや社会が抱える多様な課題に対する最適なソリューションを提供しつづけ

る企業でありたいと考えております。

そのため、事業活動において「人」が最も重要な要素であると認識し、社員の自己実現を促進するための

ワークショップ等を行っており、社員一人ひとりが個性を尊重し、組織として最大限の価値発揮ができる風土

を醸成しております。これらの取り組みの結果、社員それぞれの得意分野に関する自発的な勉強会が開催され

るなど、個々の能力開発に繋がる機会が創出されております。また、採用においても特定のスキルや属性だけ

ではなく、熱意や好奇心といった個性にも注目し選考を行うことにより、上記企業カルチャーの実現を目指し

ております。
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③ 働きやすい環境づくり　

働き方に対する多様なニーズに対応すべく、サステナビリティ経営の根幹となる人材の確保・定着を図るた

めに、当社ではリモートワークやコアタイムなしのフルフレックス、時短勤務制度の導入や育休取得の推進な

どにより、個人のワークライフバランスの実現を積極的に支援しております。また、一定の出社を推奨し、対

面でのコミュニケーションや仕事の垣根を越えた人材の交流も重視しております。

さらに、奨学金返済を支援する制度を設け、経済的・心理的な不安を軽減することで、社員が安心して働け

る環境づくりを進めております。

また、社員の心理的安全性を担保するため、内部通報制度の整備、ハラスメントに関する定期研修の実施に

加え、社員からの相談に迅速かつ適切に対応するための相談窓口を社内・社外に設置しております。

加えて、女性活躍推進の取り組みが評価され、厚生労働大臣より「えるぼし認定」の３つ星を取得いたしま

した。今後も、性別や属性を問わず、すべての社員が活躍できる働きやすい職場環境を整えることで、次世代

を担う優秀な人材の育成、定着に繋げてまいります。

 
④ 情報管理体制への配慮

当社は、クラウドやAIを活用しサービスを提供しています。これらのサービスは特性上、サイバー攻撃やプ

ライバシー侵害に関する脅威への対策が重要であると認識しております。

サステナビリティ経営を推進するため、当社は、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）認証及び

プライバシーマーク認証を取得し、各種情報の管理体制を整備するとともに、情報管理に関する社内規則等の

整備や情報セキュリティ研修を定期的に実施しております。

昨今における外部からの不正アクセス、システム運用における人的過失、従業員の故意等による機密情報や

個人情報の漏洩、消失、改竄又は不正利用等の、組織を取り巻くセキュリティリスクの拡大に対応すべく、外

部専門家の助言により知見を深めるなど、常に情報管理体制のアップデートを行ってまいります。
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(3) リスク管理

当社は、サステナビリティに関するリスクを含めた全社的な視点でのリスクマネジメントについて、取締役会

の直轄組織としてリスク・コンプライアンス委員会を設置し、リスクマネジメントに向けた具体的なアクション

プランの検討や、リスク発生時に迅速に対応を行う体制を整備しています。優先的に対応すべきリスクの特定に

関しては、当社に与える財務的影響、当社の事業活動が社会・環境に与える影響及び発生可能性を踏まえて行わ

れ、当委員会を通じたリスク対応状況の内容は取締役会へ報告されます。

当社におけるリスク管理の詳細については、「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ３事業等のリスク」をご参

照ください。

 
(4) 指標及び目標

前述の戦略に基づく人材育成の方針及び環境の整備に沿った当社の取り組みに関する指標と実績は以下の通りで

す。なお、本報告書提出日現在において、当該指標についての目標は設定しておりません。

戦略 指標 20期 21期 22期

個性の尊重と多様性の拡充

年代別

20代 39.6% 36.8% 32.5%

30代 48.4% 48.1% 47.5%

40代 11.0% 14.2% 18.3%

50代 1.0% 0.9% 1.7%

60代以上 0.0% 0.0% 0.0%

男女別
男性 71.4% 73.6% 72.5%

女性 28.6% 26.4% 27.5%

外国籍社員の割合 7.7% 5.7% 5.0%

女性の管理職比率 10.0% 11.1% 16.7%

男女賃金格差 78.0% 76.5% 75.0%

働きやすい環境づくり

リファラル採用の占める割合 18.8% 29.2% 3.7%

入社３年以内離職率
新卒 0.0% 15.4% 28.6%

中途 6.1% 13.2% 15.6%

育休取得率
男性 80.0% 125.0% 100.0%

女性 ― 100.0% 100.0%
 

※ 女性の育休取得率の「―」については、女性の対象者がいないため算出できないことを示しております。
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３ 【事業等のリスク】

　本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下の通りでありま

す。

 当社は、これらリスク要因を認識した上で、その発生自体の回避、あるいは発生した場合の対応に努める方針であ

りますが、これらはすべてのリスクを網羅したものではなく、予見しがたいリスク要因も存在するため、投資判断に

ついては、本項以外の記載内容もあわせて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 
１．事業環境に関するリスク

 
(１)　クラウド市場の動向について

リスクの内容

当社がクロステクノロジーサービスを展開するクラウド市場は、ITを活用した業務の効率化に対

する企業の期待やクラウドに対する注目度の高まりに伴って急速に成長しております。当社は、

今後もこの成長傾向は持続すると予測しており、クラウド事業の拡大を積極的に展開していく計

画であります。

しかしながら、経済情勢や景気動向の悪化等により、企業の情報化投資が低迷するような場合に

は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 大

対応策
当社においては、MSPサービスを強化し、ストックビジネス拡大を進めることで、収益基盤の強化

に努め、持続的な成長と企業価値の向上に努めています。
 

 
(２)　製品・サービスの関連性について

リスクの内容

当社は、クロステクノロジーサービスにおいてクラウド環境の設計・構築やアプリケーション開

発を行うため、その基盤となるクラウドインフラを広げるための主な手段としてAWSリセールサー

ビスをクライアントに提供しております。　

そのため、Amazon Web Services, Inc.の事業停止や代替サービス又は技術の登場等によりAWSリ

セールの成長が鈍化した場合、クロステクノロジーサービスにおける開発サービス及び開発した

アプリケーション等のMSPサービスの売上高の成長が鈍化し、当社の経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 大

対応策

当社は、AzureやGCPなど他のパブリッククラウドの活用に取り組み、複数のクラウドサービスを

組み合わせて最適な環境を実現するマルチクラウド化を推進するとともに、新技術への対応を行

うために優秀な人材の確保に取り組んでおります。
 

 
(３)　AWSへの依存について

リスクの内容

当社は、クラウドインテグレーターとして、AWSのリセール及びその周辺ビジネスの拡大により売

上高の持続的成長を実現してまいりました。従いまして、当社の成長はAWSの市場拡大に大きく依

存しております。当社は、AWSを含めたパブリッククラウドの市場規模は継続的に拡大していくも

のと認識しており、近年においては、AWSは事業ポートフォリオをIaaS(注１)からPaaS(注２)、さ

らにはSaaS(注３)領域や生成AI関連サービスまで広げ、今後も更なる成長と市場の拡大が見込ま

れると考えております。

しかしながら、AWSの市場規模が縮小する場合やAmazon Web Services, Inc.の経営戦略に変更が

ある場合等には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 大

対応策

AWSの市場が急速に縮小する可能性は低いと考えられますが、AWSの市場動向、Amazon Web

Services, Inc.の経営戦略について情報収集を行い、適切な経営判断ができるよう努めていきま

す。また、顧客の要望に応じて、AWS以外のクラウドサービスへの対応も進めます。
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(４)　Amazon Web Services, Inc.との契約について

リスクの内容

当社のAWSリセールについては、Amazon Web Services, Inc.とのSPA契約に基づいて行われており

ます。当該契約は、当社又は同社のいずれかが解除事由への抵触を理由に解除を申し出た場合の

ほか、理由の如何に関わらず事前に解除を申し出た場合を除いて、継続するものとされておりま

す。

現時点では当該契約の解除事由に該当する事実は生じておらず、良好な関係を築いております

が、今後当社が解除事由に抵触したこと等を理由に契約を解除された場合には、当社の事業運

営、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 大

対応策

当社は、Amazon Web Services, Inc.からアドバンストパートナーとして認定されており、今後

も、Amazon Web Services, Inc.との関係性が良好なものとなるように努めていく所存です。

また、必要に応じて、AzureやGCPなど他のパブリッククラウドの活用にも取り組んでまいりま

す。

 

 
(５)　業績変動の可能性について

リスクの内容

当社は、クロステクノロジーサービスのうち、請負型のプロジェクトについて、契約における取

引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いプロジェクトに

ついては、クライアントの検収に基づき売上高を計上しております。請負型の案件は、クライア

ントの年度末に検収時期が集中する傾向にあるため、12月～３月に売上高及び利益が増加する傾

向にあり、プロジェクトの進捗や検収の遅延等により、第３四半期までに見込んでいた売上高及

び利益が翌四半期にずれ込む場合には、当社の各四半期の業績に変動が生じる可能性がありま

す。

また、プロジェクトは想定される工数や難易度を基に見積りを作成し受注をしておりますが、見

積り作成時に想定されなかったクライアントとの認識の相違等により、工数が大幅に増加し、プ

ロジェクトの採算が悪化する場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

発生可能性 中

影響度 中

対応策

当社は、プロジェクトの開発進捗についてクライアントと綿密にコミュニケーションを取ること

で進捗管理を徹底するとともに、クライアントとの認識の相違等により想定工数が大幅に乖離す

ることがないように見積り工数の算定を行い、計画通りに売上高及び利益の計上ができるように

努めております。
 

 
(６)　価格競争について

リスクの内容

当社が属するクラウド市場における価格競争は、競合企業の新規参入により、今後更に激しくな

ることが予測されます。低価格競争が更に進展し、競合他社との差別化が有効に図れず、当社が

提供するサービスの売上高が想定通りに増加しない、又は利益水準が悪化する場合等には、当社

の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 中

対応策
当社においては、技術力の強化、サービス品質の向上等により、競争力の維持に努めておりま

す。
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(７)　技術革新への対応について

リスクの内容

当社が属するIT業界においては、市場及びクライアントニーズ、技術の変化が非常に速く、それ

に基づく新サービス等の開発・導入が相次いで生じております。特に、昨今は生成AIやAIエー

ジェントを中心とした技術革新が急速に進展しており、これらは社会的・産業的構造に大きな変

化をもたらす可能性があります。これに伴い、当社が関わるテクノロジー分野においても、既存

サービスやビジネスモデルが短期間で陳腐化するリスクが高まっております。このような環境下

において、技術革新、又はそれに伴い変化するクライアントニーズを的確に捉え、新サービスの

開発、導入及び品質確保等に適切に対応できなかった場合には、当社サービスの競争力が低下す

る可能性があります。加えて、技術革新に対応するために必要となる追加投資や専門人材の確保

に係るコストが増加した場合には、採算悪化による利益の低下に繋がり、当社の経営成績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 大

対応策
当社においては、このような変化を迅速にキャッチアップすべく、最新の技術動向等を注視し、

最新の技術情報の収集とノウハウの習得に積極的に取り組んでおります。
 

 
(８)　為替相場の変動について

リスクの内容

当社のAWSリセールにおいて、当社とAmazon Web Services, Inc.との取引にかかるAWS月額利用料

は、米ドル建てで計算されます。当社とクライアントとの契約の多くは従量課金の形態をとって

おり、日本円に換算後の利用料に対して当社の手数料率を加算した請求となっているため、当社

において為替リスクは生じないこととなっております。

しかしながら、一部のクライアントとの契約においては、あらかじめ設定した固定の為替レート

に基づく請求を行うため当社において為替リスクが生じ、その結果、当社の経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 小

対応策

一部の固定の為替レートを使用するクライアントとの契約については、一定のリスクを想定した

為替レートを用いておりますが、実勢為替レートが契約時の想定よりも大幅に乖離した場合には

為替レートを見直すことができることとしており、為替リスクによる損失を最小限に留めるため

の対策を講じております。
 

 
(９)　法的規制について

リスクの内容

当社は、一部のサービス提供に必要なことから、電気通信事業法上の電気通信事業者として届出

を行い、受理されております。現在において、当社の事業に対する同法による規制強化等が行わ

れるという認識はありませんが、社会情勢の変化等により当社の事業運営を制約する規制強化等

が行われる可能性は否定できません。万が一、かかる規制の強化がなされた場合には、当社の事

業運営に影響を及ぼす可能性があります。

また、近年、インターネット関連事業を規制する法令は度々変更・追加がなされており、今後新

たな法令等の規制がなされた場合には、当社の事業運営に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 小

対応策
当社においては、法令改正の動向などの情報収集を適宜行い、適時に対応できるようにすること

によりリスクの軽減を図っております。
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２．事業運営に関するリスク

(１)　サービスにおける不具合・瑕疵等について

リスクの内容

当社が提供するサービスの納品・検収完了後において、重大な不具合・瑕疵等が発見された場合

には、当社に対する信頼性を著しく毀損する可能性があり、取引先からの信用を失うとともに、

不具合・瑕疵等に対する対応費用の発生、損害賠償責任の発生等により、当社の経営成績及び財

政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 中

対応策

当社においては、クロステクノロジーサービスの提供・開発過程における提供・開発手順の標準

化等により、不具合・瑕疵の発生防止に努めるとともに、「ISO /IEC 27001：2022」、360（さん

ろくまる）サービス及びsigfyサービスについて「ISO /IEC 27017：2015」を取得し、情報セキュ

リティマネジメントの品質維持・向上に努めております。
 

 
(２)　通信回線等の外部依存について

リスクの内容

当社が提供するサービスは、クライアントからAWSまでの接続サービス等の提供にあたり、通信

キャリアから通信回線を調達しております。通信キャリアの提供する電気通信サービスに障害が

生じ、代替手段の調達ができずに、サービスが長時間にわたり中断するなどの事象が発生した場

合には、サービス提供完了時期がずれ込むことで、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

発生可能性 高

影響度 中

対応策

当社においては、障害に対して迅速に対応するべく、日次のシステム監視及び障害検出に関し

て、管理体制を強化し、障害発生の早期発見及び障害発生時の影響極小化のための体制を整えて

おります。
 

 
(３)　サービス中断の可能性について

リスクの内容

当社が提供するクラウドサービスは、地震等の自然災害、電力不足、停電、通信障害、テロ等の

予見し難い事由により、停止あるいは遅延等の影響を受ける可能性があります。

また、コンピュータクラッキング、コンピュータウイルス、人的過失及びクライアント等の偶発

的あるいは故意による行為等に起因するサービスの中断も、当社のサービスの提供を妨げる可能

性があります。サービスの提供が中断し、当社の信用失墜又は事業機会の逸失が生じた場合に

は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 高

影響度 中

対応策

当社においては、社内周知徹底や運用テストの実施に継続的に取り組み、リモートワーク環境の

整備などの事前準備を整えておくことにより、有事の際の影響を最小限に留めるよう努めており

ます。また、システム障害によるサービス提供を中断する事態を回避するため、バックアップ回

線による業務復旧体制の構築など、BCP（事業継続計画）の構築を推進しております。
 

 
(４)　システム障害の発生について

リスクの内容

当社は、パブリッククラウドを活用したサービスを提供しておりますが、AWSが提供する各種サー

ビスを提供するためには、インターネットの利用が不可欠な状態にあります。そのため、設備・

システム上の問題、第三者によるサイバー攻撃、ハッキングその他不正アクセスなどが発生し、

AWS自体にシステム障害が起きる場合には、これに起因して各種サービスの中断や品質低下によ

り、当社の機会損失、顧客への損害の発生、サービスに対する信用性の低下等を招くことで、当

社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 大

対応策

当社においては、こうした障害によるサービスの中断や品質低下を避けるため、システム構成の

冗長化、拡張性のある設計といった対策を行っております。

また、AWS全体に障害が発生する場合にも備え、AzureやGCPなど他のパブリッククラウドの活用に

取り組み、複数のクラウドサービスを組み合わせて最適な環境を実現するマルチクラウド化を推

進することで、システムの強化を図っております。
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(５)　特定人物への依存について

リスクの内容

当社は、創業取締役である２名(納富貞嘉・濱﨑陽一郎)が中心となり当社の経営を行ってまいり

ました。両名は、当社の経営方針・経営戦略の策定やその実行において重要な役割を果たしてお

ります。今後何らかの理由でいずれかが当社の業務を遂行することが困難になった時点で、当社

の事業運営、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 大

対応策
当社においては、両名に過度な依存をしない経営体制を構築すべく、幹部社員への情報共有や権

限委譲等に努めております。
 

 
(６)　優秀な人的資源の確保について

リスクの内容

当社の提供するサービスは、当社の技術本部を中心とした従業員による継続した役務に依存して

おります。当社の事業拡大に伴い、優秀な経営陣及び従業員を内部育成し、技術・営業・企画及

び管理面において適切な人材を適切な時期に確保又は維持できなかった場合や、必要以上の人員

数採用により労務費用を適切にコントロールすることができなかった場合、労働市場において想

定よりも人件費が高騰した場合には、当社の事業運営、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。

発生可能性 中

影響度 大

対応策

当社においては、様々な採用チャネルを活用して多様な人材の確保に努めるとともに、教育制度

の充実等による適切な人材育成に努めております。

また、魅力的な報酬制度や公正な人事評価制度の構築、リモートワークの推進をはじめとした働

きやすい労働環境の整備等、従業員の働きがいを維持・向上させるための取り組みを実施してお

ります。
 

 
(７)　知的財産権について

リスクの内容

当社はこれまで、第三者の知的財産権を侵害したとして損害賠償や使用差し止めの請求を受けた

ことはなく、知的財産権の侵害を行っていないものと認識しております。当社は、第三者の特許

権その他の知的財産権を侵害しないよう細心の注意を払っておりますが、万が一、第三者の知的

財産権を侵害した場合には、損害賠償の負担が生じる可能性があります。

当社が属するDX市場において知的財産権の状況を完全に把握することは困難であり、当社の事業

に関連する知的財産権について第三者の特許取得が認められた場合、あるいは将来特許取得が認

められた場合、当社の事業遂行の必要上これらの特許権者に対してライセンス料を負担するなど

の対応を余儀無くされる可能性があります。このような損害賠償及びライセンス料の多額の負担

が生じた場合、当社の事業運営、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 低

影響度 中

対応策
当社においては、社内担当部門で慎重に調査を行うとともに、必要に応じて専門家と連携を取り

調査可能な範囲で対応を行うことでリスクの軽減を図っております。
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(８)　情報管理体制について

リスクの内容

当社は、AWSの導入や運用、又はクラウドサービス提供の過程において、クライアントの機密情報

やユーザーの個人情報を取り扱う可能性がありますが、外部からの不正アクセス、システム運用

における人的過失、従業員の故意等による機密情報や個人情報の漏洩、消失、改竄又は不正利用

等が発生し、当社がそのような事態に適切に対応できず信用失墜又は損害賠償による損失や不正

利用による想定外の通信料負担の発生等が生じた場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。

発生可能性 高

影響度 中

対応策

当社においては、システム上のセキュリティ対策やアクセス権限管理の徹底に加え、2018年12月

に情報セキュリティマネジメントシステム「ISO /IEC 27001：2013」、2024年2月にISMSクラウド

セキュリティ認証「ISO /IEC 27017：2015」の認証を取得しております。当該公的認証に準拠し

た規程・マニュアルの整備、運用等に加え、従業員に対する継続的な研修教育を行うことで、情

報管理体制の強化に努めております。また、サイバーセキュリティ保険に加入しており、不測の

事態による当社の経営成績及び財政状態への影響の軽減を図っております。
 

 
(９)　新規事業展開について

リスクの内容

当社は、更なる事業成長と収益源の多様化を進めるため、積極的に新規事業開発に取り組む必要

があると考えております。新規事業の展開にあたっては、市場規模及び当社シェアの推定による

収益化の可能性や技術的な実現可能性などを十分吟味し、事業分野の選定及び計画立案を行って

まいります。

しかしながら、新規事業に伴うリスクを十分に調査や検証した上で実行する方針ではあるもの

の、投資時点や事業展開の開始時点で想定されなかった事象が起こる可能性があり、当初想定し

た効果や利益が実現されない可能性もあります。そのような場合には、当社の経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

発生可能性 中

影響度 中

対応策
当社は、新規事業の概況や市場動向を注視しながら、適切なタイミングで事業の再編や構造改革

を実施するように努めてまいります。
 

 
(10)　特定の取引先への売上高占有率の上昇について

リスクの内容

当社の2025年６月期における売上高について、当社の主要取引先である株式会社まちのわ、株式

会社内田洋行の２社が占める割合は３割超となっております。当社は当該２社に対して、同社が

提供するサービスで必要となるシステムの開発に加え、適切なクラウド環境を維持するためのメ

ンテナンス及びリセールサービスの提供を行っております。

当該２社とは良好な関係を築いており、現時点において取引関係に支障を来たす事象は生じてお

りませんが、万が一、契約関係が終了した場合には、当社の経営成績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。

発生可能性 低

影響度 大

対応策

当社は、今後も該当する得意先との関係強化を図り、安定的な営業取引を含めて良好な関係維持

をできるよう努めるとともに、他の取引先の売上高を拡大することで顧客ポートフォリオの分散

を進めます。
 

 
３．その他

(１)　新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

リスクの内容

当社は、当社の役員及び従業員に対するインセンティブを目的とし、新株予約権を付与しており

ます。また、今後においても新株予約権を活用したインセンティブプランを活用していく方針で

あります。これらの新株予約権が権利行使された場合、当社株式が新たに発行され、既存の株主

が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。

発生可能性 中

影響度 小

対応策

当社は、既存株主の株式価値及び議決権割合の過度な希薄化が生じないよう、適切なインセン

ティブプランの活用について検討していく所存であります。なお、当事業年度末時点でこれらの

新株予約権による潜在株式数は31,400株であり、発行済株式総数1,277,300株の2.5％に相当して

おります。
 

 
(２)　風評リスクについて
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リスクの内容

当社は、高品質のサービスの提供に努めるとともに、役員及び従業員に対する法令等の遵守浸透

や情報管理に対する意識の徹底を行い、経営の健全性、効率性及び透明性の確保を図っておりま

す。しかしながら、当社のサービスや役員及び従業員に対して意図的に根拠のない噂や悪意を

持った評判等を流布された場合には、当社の社会的信用、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

発生可能性 中

影響度 小

対応策

当社は、引き続き高品質のサービス提供に努め、顧客と良好な関係を構築していく所存ですが、

万が一、当該リスクが顕在化した場合には、速やかに削除要請等を行うとともに、顧問弁護士等

と連携して警察への通報等も含めたしかるべき措置をとり、被害の回復へ向けた対応を行う所存

です。
 

（注１）IaaS

　Infrastructure as a Serviceの略で、仮想サーバやストレージなどの「インフラ」をインターネット経由で提供しま

す。

（注２）PaaS

　Platform as a Serviceの略で、アプリケーションの開発・実行環境などの「プラットフォーム」をインターネット経

由で提供します。

（注３）SaaS

　Software as a Serviceの略で、業務アプリケーションなどの「ソフトウェア」をインターネット経由で提供します。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当社の財政状況、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次の通りで

あります。なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

 
① 財政状態の状況

（資産）

流動資産は1,332,809千円となり、前事業年度末に比べ115,390千円増加しました。これは主に、仕掛品が

29,306千円減少した一方で、売掛金が104,595千円、流動資産その他が35,485千円増加したことによるもので

あります。

固定資産は237,022千円となり、前事業年度末に比べ16,520千円増加しました。これは主に、投資有価証券

が24,000千円増加したことによるものであります。

 
（負債）

流動負債は404,341千円となり、前事業年度末に比べ37,884千円減少しました。これは主に１年内返済予定

の長期借入金が43,349千円減少したことによるものであります。

固定負債は28,834千円となり、前事業年度末に比べ192千円増加しました。

 
（純資産）

純資産は1,136,655千円となり、前事業年度末に比べ169,563千円増加しました。これは主に繰越利益剰余

金が193,948千円増加したことによるものであります。

 
② 経営成績の状況

当事業年度（自2024年７月１日至2025年６月30日）における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果が一定の成果を上げた一方、世界的な金融引締めの長期化や地政学的リスク、米国関税政策の不透

明感等により、依然として先行きが見通しづらい状況が続いております。さらに、円安基調が継続する中での

物価上昇が家計や企業収益に与える影響も懸念材料となっており、全体としては回復力の強さとリスク要因が

混在する経済環境が継続いたしました。

当社を取り巻く国内IT市場においては、企業の業務効率化や競争力強化を目的としたデジタルトランス

フォーメーション（DX）への取り組みが継続的に拡大しており、クラウド導入やデータ活用に関する需要は引

き続き堅調に推移しました。また、生成系AIの技術革新と社会実装の加速、IoTを活用したデータ収集・解析技

術の高度化等を背景に、企業のデジタル投資が一層活発化する傾向が見られました。

当社が事業を展開する国内パブリッククラウド市場においては、Amazon Web ServicesやMicrosoft等の大手

クラウドベンダーによる大規模な国内投資やAI基盤強化の動きが進展したことにより、市場全体として高い成

長を維持しております。とりわけ生成系AIを活用した業務自動化や新サービス創出に対する企業の関心が高

まっており、AI関連ソリューションへのニーズは急速に拡大しております。

このような経営環境のもと、当社においてはクラウドインフラを活用したシステム開発や、AI・IoTを駆使し

たデータ収集・分析サービスの提供が順調に推移し、クロステクノロジーサービスの売上が通期を通じて大幅

に伸長いたしました。また、自社プロダクトである360度評価ツール「360（さんろくまる）」及び学校向け連

絡サービス「sigfy（シグフィー）」についても、導入企業・自治体数の増加や大型案件の受注により、いずれ

も前期を大きく上回る売上を計上いたしました。さらに、重点施策として掲げた採用活動も、年間を通じて概

ね計画通りに進捗しております。

これらの結果、当事業年度の業績は、売上高は1,952,131千円（前期比8.5%増）、売上総利益は772,776千円

（前期比16.0%増）、営業利益は270,761千円（前期比30.7%増）、経常利益は272,906千円（前期比29.0%増）、

当期純利益は193,948千円（前期比25.1%増）となりました。

なお、当社はDX事業の単一セグメントのため、セグメントごとの記載はしておりませんが、サービス別の売

上高の概要は以下の通りであります。

 
① クロステクノロジーサービス

クラウド環境の構築、システム開発、IoTを活用したデータ収集、AIによるデータ分析等、多様なデジタルテ

クノロジーを駆使し、クライアントの課題に対して最適な技術での解決を目指すサービスです。
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大手インフラ等の大口顧客に対する顧客深耕が進捗し、顧客平均単価が上昇したこと等により、売上高は

1,059,492千円となりました。

 
② MSP

システム及びクラウド環境の保守運用並びにパブリッククラウド(AWS)の再販売を行うサービスです。

円安に伴うクラウド利用量の抑制、大口顧客に対するクラウド利用コストの最適化提案等の影響により、売

上高は744,309千円となりました。

 
③ その他（自社プロダクト等）

クライアントの要望に応じて開発したシステムの中から、汎用性の高いものをサービス化して提供していま

す。現在は、360度評価ツール「360（さんろくまる）」と、主に学校や保育園向けの連絡網サービス「sigfy」

を展開しています。

案件大型化による顧客平均単価の伸長及び顧客数の増加等の結果により、売上高は148,329千円となりまし

た。
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③ キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度から8,809千円増加し、

785,172千円となりました。当事業年度末における各キャッシュ・フローの状況と、その主な要因は次のとおり

であります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは134,959千円(前年同期は56,675千円)となり、前年同期比で78,283千

円の収入の増加となりました。

これは主に、仕入債務の減少による支出の増加64,721千円、契約負債の減少による収入の減少34,823千円

による資金の減少があった一方で、税引前当期純利益の増加61,423千円、棚卸資産の減少による収入の増加

56,528千円、その他の営業活動による収入の増加54,113千円によるものです。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは△32,061千円(前年同期は△104,672千円)となり、前年同期比で

72,611千円の支出の減少となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出の減少54,903千円、敷金の差入による支出の減少19,724千円

によるものです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは△94,088千円(前年同期は△23,590千円)となり、前年同期比で

70,498千円の支出の増加となりました。

これは主に、自己株式の取得による支出の増加28,815千円、自己株式取得のための預託金の増加による支

出の増加26,268千円によるものです。
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④ 生産、受注及び販売の実績

a.　生産実績

当社の事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、当該記載を省略しており

ます。

 
b.　受注実績

当社の事業は、提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、当該記載を省略しており

ます。

 
c.　販売実績

当事業年度における販売実績をサービス区分別に示すと、次の通りであります。なお、当社は、DX事業の

単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 
サービス区分の名称 金額（千円） 前期比（％）

クロステクノロジーサービス 1,059,492 21.3

MSP 744,309 △7.6

その他 148,329 24.2

合計 1,952,131 8.5
 

（注）最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は以下の通りであります。

 

相手先

前事業年度 当事業年度

（自　2023年７月１日 （自　2024年７月１日

　　至　2024年６月30日） 　　至　2025年６月30日）

金額

（千円）
割合（％）

金額

（千円）
割合（％）

株式会社まちのわ 451,531 25.1 367,862 18.8

株式会社内田洋行 234,755 13.1 225,895 11.6
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討は次の通りであります。なお、文中の

将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したものであります。

 
① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたりまして、採用した会計方針及びその運用方法並びに見積りの評価については、当社

が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の結果は様々な要因に

より大きく異なる可能性があります。

 
② 当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

（売上高）

当事業年度においては、DX市場が拡大している中、お客さまのDX化をともに考えるコンサルティング、シ

ステムの設計、開発、運用までの一貫したソリューションを行うことにより、売上高を順調に伸ばすことが

できました。特に、クラウドインフラを活用したシステム開発やAI、IoTを駆使したデータ収集・分析サービ

スの需要拡大を背景に、大手企業に対する顧客深耕が進み、取引単価が上昇したことにより売上が増加し、

売上高は1,952,131千円（前期比8.5%増）となりました。

 
（売上原価、売上総利益）

当事業年度における売上原価は、エンジニアの採用加速に伴う人件費の増加により、1,179,354千円(前期

比4.2％増)となりました。以上の結果、売上総利益は772,776千円(前期比16.0％増)となりました。

 
（販売費及び一般管理費、営業利益）

当事業年度における販売費及び一般管理費は、事業拡大に伴う体制強化にかかる費用等の増加により、

502,015千円(前期比9.3％増)となりました。以上の結果、営業利益は270,761千円（前期比30.7%増）となり

ました。

 
（営業外収益・営業外費用、経常利益）

当事業年度の営業外収益は、為替差益等により、2,711千円(前期比45.7％減)となりました。営業外費用に

ついては、支払利息等により、566千円(前期比9.6％減)となりました。以上の結果、経常利益は272,906千円

（前期比29.0%増)となりました。

 
（特別利益・特別損失、当期純利益）

当事業年度は特別利益、特別損失は発生しておりません。また、当事業年度の法人税等合計は78,957千円

(前期比39.8％増)となりました。以上の結果、当期純利益は193,948千円(前期比25.1％増)となりました。
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③ 資本の財源及び資金の流動性

当社のキャッシュ・フローの分析につきましては、「(1)経営成績等の状況の概要　③キャッシュ・フローの

状況」に記載の通りであります。当社の資金需要は、事業規模拡大に向けた、主に人件費や採用費などの投資

資金であります。財政状態等を勘案しながら必要に応じて金融機関からの借入による資金調達を行いますが、

翌年度における借入計画はありません。

なお、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は785,172千円であります。

 
５ 【重要な契約等】

 

相手先の名称 国名 契約の名称 契約締結日 契約内容 契約期間

Amazon Web

Services, Inc.

アメリカ合衆国 AWS Solution

Provider

Addendum

2019年３月28日 AWSのソリュー

ション販売契約

契約期間は定め

られておりませ

ん。

AI教習所株式会

社

日本 業務提携契約書 2024年5月1日 先進技術を活用

したDX推進によ

り、自動車運転

教習所業界の事

業発展に貢献し

ていくことを目

的とした業務提

携契約

2024年5月1日よ

り1年間(自動更

新)

 

 

６ 【研究開発活動】

当事業年度の研究開発費の総額は、1,367千円となっております。主な活動は、衛星データを活用した農作物生産

量予想モデルの構築に向けた開発であります。当社は単一セグメントでありますので、セグメント別の記載を省略

しております。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備の状況は、以下の通りであります。

なお、当社はDX事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 
     2025年６月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

合計

本社及び
サテライトオフィス等
（福岡市中央区）

事務所 67,030 14,021 81,052 120

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

 ２．事務所はすべて賃借しており、年間賃借料は44,055千円であります。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年９月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,277,300 1,278,400

東京証券取引所
グロース市場
 福岡証券取引所
Ｑ－Ｂｏａｒｄ

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容に何ら限定のな
い当社における標準となる株式
であります。また、単元株式数
は100株であります。

計 1,277,300 1,278,400 ― ―
 

（注）提出日現在の発行数には、2025年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

会社法に基づき発行した新株予約権は次の通りであります。

第１回新株予約権

決議年月日 2021年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　１

社外協力者　１

新株予約権の数(個) ※ 20[20]（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

(株)　※
普通株式　2,000[2,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 245（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2023年３月１日～2031年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　406

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件　※

① 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、

当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業員、又は業

務委託関係にあるものであることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認め

ない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が

当該時点における発行可能株式総数を超過することとなると

きは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）３

 

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。当該事業年度の末日から提出日の前月末現

在(2025年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末時点における内容を[　]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はございません。

（注）１．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てるものとする。

    　  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

                  　　　　　　 　　　　　　　　 　  　 １　　　　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ―――――――――――――

 　　　                  　　　              分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株
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式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

既発行株式数＋ ――――――――――――――――――――

新規発行前の１株あたりの時価

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ――――――――――――――――――――――――――――

既発行株式数＋新規発行株式数      

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整

を行うことができるものとし、調整による１円未満の端数は切り上げる。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１） 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、上記１に準じて決定する。

（４） 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案

の上、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５） 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、い

ずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（６） 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７） 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８） その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９） 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは

分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会

の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができ

る。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ
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る。

（10） その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
第２回新株予約権

決議年月日 2021年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　72

当社取締役　１

新株予約権の数(個)※ 254[244]（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　25,400[24,400]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 546（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2023年11月１日～2031年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　546

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生

じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件　※

① 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、

当社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認め

ない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が

当該時点における発行可能株式総数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑤ 当社普通株式が東京証券取引所その他これに類する国内

又は国外の証券取引所に上場することが決定しなければ、

本新株予約権の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）３

 

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。当該事業年度の末日から提出日の前月末現

在(2025年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末時点における内容を[　]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てるものとする。

   調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものと

する。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

１　　　　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ―――――――――――――

 　　　                  　　　    分割（又は併合）の比率
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また、本新株予約権の割当日後、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

                                  　　　　　　　   新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

                                   既発行株式数＋ ――――――――――――――――――――

                                                       新規発行前の１株あたりの時価

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ――――――――――――――――――――――――――――

                                                既発行株式数＋新規発行株式数      

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、取締役会の決議により、合理的な範囲

で適切に行使価額の調整を行うことができるものとし、調整による１円未満の端数は切り上げる。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１） 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、上記１に準じて決定する。

（４） 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案

の上、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５） 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、い

ずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（６） 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７） 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８） その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９） 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは

分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会

の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができ
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る。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ

る。

（10） その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
第３回新株予約権

決議年月日 2021年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社従業員　５

当社監査役　３

社外協力者　２

新株予約権の数(個) ※ 30[30]（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　3,000[3,000]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 546（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2023年３月１日～2031年10月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　558.5

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。
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新株予約権の行使の条件　※

① 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、

当社の取締役、監査役又は従業員、又は業務委託関係にある

ものであることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認め

ない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が

当該時点における発行可能株式総数を超過することとなると

きは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑤ 新株予約権者は、本新株予約権の割当日から行使期間の

満了日までにおいて次に掲げる事項のいずれかが生じた場合

には、残存するすべての本新株予約権を行使することができ

ないものとする。

(a)546円(ただし、「新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額又はその算定方法」に定める行使価額同様に適切

に調整されるものとする)を下回る価格を対価とする当社普

通株式の発行等が行われたとき(ただし、払込金額が会社法

第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額

である場合」及び普通株式の株価とは異なると認められる価

格である場合並びに当該株式の発行等が株主割当てによる場

合等を除く。)。

(b)546円(ただし、「新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額又はその算定方法」に定める行使価額同様に適切

に調整されるものとする)を下回る価格を行使価額とする新

株予約権の発行が行われたとき(ただし、当該行使価額が当

該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異な

る価格に設定されて発行された場合を除く。)。

(c)本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のい

ずれの金融商品取引所にも上場されていない場合、546円(た

だし、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又

はその算定方法」に定める行使価額同様に適切に調整される

ものとする)を下回る価格を対価とする売買その他の取引が

行われたとき(ただし、当該取引時点における株価よりも著

しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除

く。)。

(d)本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のい

ずれかの金融商品取引所に上場された場合、上場日以降、当

該金融証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が

546円(ただし、「新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額又はその算定方法」に定める行使価額同様に適切に調

整されるものとする)を下回る価格となったとき。
 

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）３

 

※当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。当該事業年度の末日から提出日の前月末現在

(2025年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末時点における内容を[　]内に記載しており、

その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。
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（注）１．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てるものとする。

    　  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものと

する。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

                  　　　　　　 　　　      　 １　　　　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ―――――――――――――

 　　　                  　　　    分割（又は併合）の比率

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 既発行株式数＋ ――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行前の１株あたりの時価

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数      

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整

を行うことができるものとし、調整による１円未満の端数は切り上げる。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１） 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、上記１に準じて決定する。

（４） 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案

の上、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５） 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、い

ずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（６） 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１
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円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７） 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８） その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９） 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは

分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会

の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができ

る。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ

る。

（10） その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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第４回新株予約権

決議年月日 2022年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　10

新株予約権の数　(個) ※ 10[９]（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　1,000[900]（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,136（注）２

新株予約権の行使期間　※ 2024年７月１日～2031年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,136

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の行使の条件　※

① 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、

当社の取締役又は従業員であることを要する。ただし、任期

満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締

役会が認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認め

ない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が

当該時点における発行可能株式総数を超過することとなると

きは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑤ 当社普通株式が東京証券取引所その他これに類する国内

又は国外の証券取引所に上場することが決定しなければ、本

新株予約権の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）３

 

※　当事業年度の末日(2025年６月30日)における内容を記載しております。当該事業年度の末日から提出日の前月末現

在(2025年８月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末時点における内容を[　]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合

を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

端数については、これを切り捨てるものとする。

    　  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものと

する。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。

                  　　　　　　 　　　    　  １　　　　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ―――――――――――――

 　　　                  　　　    分割（又は併合）の比率

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株
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式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株あたり払込金額 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 既発行株式数＋ ――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行前の１株あたりの時価

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × ――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数      

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、取締役会の決議により、合理的な範囲

で適切に行使価額の調整を行うことができるものとし、調整による１円未満の端数は切り上げる。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１） 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３） 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、上記１に準じて決定する。

（４） 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案

の上、上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記３．（３）に

従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５） 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、い

ずれか遅い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

（６） 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１

円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７） 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８） その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

（９） 新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは

分割計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会

の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社

取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができ

る。

⑤ 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ
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る。

（10） その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年２月１日
（注）１

999,800 1,000,000 ― 10,000 ― ―

2023年３月30日
（注）２

200,000 1,200,000 184,000 194,000 184,000 184,000

2023年４月26日
（注）３

45,000 1,245,000 41,400 235,400 41,400 225,400

2023年10月31日
（注）４

― 1,245,000 △185,400 50,000 △225,400 ―

2023年7月1日～
2024年6月30日
（注）５

25,100 1,270,100 6,735 56,735 6,735 6,735

2024年7月1日～
2025年6月30日
 （注）５

7,200 1,277,300 2,178 58,914 2,178 8,914

 

(注)　１．株式分割（1：5,000)によるものであります。

　　　２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　2,000円

引受価額　　　　1,840円

資本組入額　　　　920円

３．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格　　　　1,840円

　　資本組入額　　　　920円

　　割当先　　　　　株式会社ＳＢＩ証券

４．会社法第447条第１項の規定及び2023年９月27日開催第20期定時株主総会の決議に基づき、2023年10月31日

で減資の効力が発生し、資本金から185,400,000円をその他資本剰余金に振り替えております(資本金減資

割合78.7％)。

５．新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

６．本事業年度末日～2025年8月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,100株、資本

金が329千円及び資本準備金が329千円増加しております。

 

(5) 【所有者別状況】

       2025年６月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株)

単元未満株
式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 20 8 12 5 813 859 ―

所有株式数
(単元)

― 27 711 3,005 253 11 8,745 12,752 2,100

所有株式数
の割合(％)

― 0.21 5.58 23.56 1.98 0.09 68.6 100.00 ―
 

（注）自己株式13,460株は、「個人その他」に134単元、「単元未満株式の状況」に60株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

納富　貞嘉 福岡市東区 284,600 22.52

濱﨑　陽一郎 福岡市中央区 284,600 22.52

ＮＳＭＣ株式会社 福岡市東区名島５丁目４－６ 140,000 11.08

ＨＳＭＣ株式会社 福岡市中央区谷１丁目２－36 140,000 11.08

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６－21 29,700 2.35

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 20,012 1.58

株式会社フィックスターズ 東京都港区芝浦３丁目１－１ 18,400 1.46

五味　大輔 長野県松本市 17,500 1.38

新田　寛之 大分県日田市 15,000 1.19

Ｆｕｓｉｃ社員持株会
福岡市中央区天神４丁目１－７　第３明星ビ
ル６Ｆ

8,800 0.70

計 ― 958,612 75.8
 

(注)　１．上記のほか当社所有の自己株式13,460株があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

     2025年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式   　13,400

完全議決権株式(その他) 普通株式 　1,261,800 12,618 ―

単元未満株式 普通株式 　   2,100 ― ―

発行済株式総数 1,277,300 ― ―

総株主の議決権 ― 12,618 ―
 

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2025年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
株式会社Ｆｕｓｉｃ

福岡市中央区天神４丁目
１－７第３明星ビル６Ｆ

13,400 ― 13,400 1.05

計 ― 13,400 ― 13,400 1.05
 

 
(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

① 従業員株式所有制度の概要　

当社は、従業員が自社株式を定期的に取得・保有し、中長期的な資産形成の一助となるように福利厚生を目

的として、従業員持株会制度を導入しております。

 
② 従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

特段の定めは設けておりません。

 
③ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社の従業員に限定しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 
区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(2025年５月30日)での決議状況

(取得期間2025年６月２日～2025年８月31日)
25,000 50

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 13,400 28

残存決議株式の総数及び価額の総額 11,600 21

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 46.4 42.7

当期間における取得自己株式 9,500 21

提出日現在の未行使割合(％) 8.4 0.1
 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 
区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 36 0

当期間における取得自己株式 ― ―
 

（注）当期間における取得自己株式には、2025年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

　　　取りによる株式数は含めておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総

額(千円)
株式数(株)

処分価額の

総額(千円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 13,460 ― 22,960 ―
 

(注)当期間における取得自己株式には、2025年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主各位に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、将来の事業展開と経営体質の強化のために

必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を行うことを基本方針としております。一方で、本書提出日現在におい

て当社は事業の成長過程にあり、内部留保の充実を図り将来の事業拡大に向けた成長投資に充当させることが株主に

対する最大の利益還元に繋がると考えております。そのため、当事業年度においては内部留保の充実を進め、企業体

質の強化及び事業の成長投資に比重を置くことが重要であると判断し、当事業年度の配当は見送ることといたしまし

た。内部留保金につきましては、配当とのバランスを勘案しつつ、企業価値の向上に寄与する優秀な人材の確保、新

規事業分野への進出、M&Aや資本提携等の戦略的な投資等、当社の更なる成長のための財源として有効活用していく所

存であります。

今後におきましては、業績や配当性向、将来的な成長戦略等を総合的に勘案し配当を実施していく予定であります

が、現時点において配当実施時期は未定であります。

なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の剰余金の配当を期末に行うことを基本としており、その他年１回中間配

当を行うことができる旨を定款で定めております。

配当の決定機関は、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会であります。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、永続的に企業価値を向上させるため、取締役会の一層の充実、監査役による取締役会の監視機能の充実、

業務遂行上の不正を防止する内部牽制機能の充実を経営の重要課題と位置づけております。具体的には、取締役によ

る意思決定の迅速化を図るとともに、引き続き、社外監査役による取締役会の意思決定に対する監督を行っておりま

す。また、常勤監査役を選任し、内部牽制機能の強化にも取り組んでおります。今後も、取締役会において経営環境

や事業戦略の変化に応じた十分な議論がされる組織作り及び適切な意思決定がされる土壌作りを通じて、より良い

コーポレート・ガバナンス体制を構築してまいります。

 
② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社は、取締役会及び監査役会設置会社であります。当社では、定時取締役会を月に１回、必要に応じて臨時取締

役会を開催しております。取締役会にて経営の基本方針や重要な業務の執行決定を行うとともに、監査役会におい

て、各分野での専門性を持つ監査役が公正かつ独立の立場から監査を行う体制が、経営の健全性、透明性及び効率性

を確保するために有効と判断しております。

　なお、各機関の内容は以下の通りです。

 
ア 取締役会は、代表取締役社長 納富貞嘉、取締役 濱﨑陽一郎、社外取締役 安浦寛人の３名で構成されておりま

す。

代表取締役社長 納富貞嘉を議長として、原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時

取締役会を開催することにより、法令で定められた事項や経営に関する重要な事項等の意思決定及び監督を行って

おります。また、取締役会には監査役が出席しております。

なお、当社は、2025年９月25日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役４名選任の件」を

提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役４名（うち社外取締役２名）となる予定です。取締役会の

議決権を有する社外取締役を増員することにより、取締役会の経営監督機能及び説明責任の強化を図ってまいりま

す。また、当該定時株主総会の直後に開催が予定されている取締役会の決議事項として「代表取締役及び役付取締

役選任の件」が付議される予定であり、これが承認可決された場合の取締役会の構成員については、後記「(2) 役

員の状況 ①(2)」の通りであります。

 
イ 監査役会は、常勤社外監査役 栗林絹江、社外監査役 柏木街史、社外監査役 西原隆雅の３名で構成されており

ます。

常勤社外監査役 栗林絹江を議長として、原則として毎月１回の定時監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時

監査役会を開催することにより、監査に関する方針・計画・方法、重要事項の報告、協議及び決議並びに監査実施

状況等の監査役相互の情報共有を図っております。各監査役は、業務執行状況の監査を適宜実施しております。

 
ウ 経営会議は、代表取締役社長 納富貞嘉、取締役 濱﨑陽一郎、常勤社外監査役 栗林絹江の他、執行役員及び本

部長で構成されております。

代表取締役社長 納富貞嘉を議長として常勤の取締役、執行役員、本部長及び常勤の社外監査役が同席し、原則と

して毎週１回の定例経営会議を開催し、経営にかかる重要事項を速やかに実行するための検討審議とその結果報告

等を行い、機動的な意思決定と情報共有に努めております。なお、常勤社外監査役 栗林絹江は経営会議における意

思決定プロセスの健全性や適正性を監査する目的で同会議に参加しております。

 
エ 監査役会と内部監査担当は、必要の都度意見交換を行うとともに連携を密にし、適正な監査の実施に努めており

ます。特に、常勤社外監査役は内部監査担当との間で毎月１回以上、定期的に意見交換と情報共有を行っており、

適時的確な情報の把握並びに他の監査役との情報共有を図っております。

 
オ リスク・コンプライアンス委員会は、代表取締役社長 納富貞嘉を委員長とし、取締役 濱﨑陽一郎、常勤社外監

査役 栗林絹江、管理管掌本部長、内部監査室長で構成されております。リスク・コンプライアンス委員会は、四半

期に一度開催し、企業活動における法令遵守に係る取り組みの推進を行っており、その活動状況を定期的に取締役

会に報告しております。また、リスク・コンプライアンス違反又はそのおそれがある事実が生じた場合には、速や
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かにリスク・コンプライアンス委員会を開催し、再発防止策を講じることとしております。

 
カ 内部監査室は、監査役及び会計監査人との連携を通じて、業務の重複を最小化し、リスクの高い領域を全体とし

て網羅することにより、監査の効率性・有効性を高めることに努めております。また、取締役会に対しても四半期

ごとに直接報告を行っており、デュアルレポーティングラインを確保しております。

 
キ 会計監査人は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、独立の立場から会計監査を受けております。

 
ク 当社の業務執行状況の体制、経営監視及び内部統制の仕組みは下図の通りであります。

 

 
③ 企業統治に関するその他の事項

 (内部統制システムの整備の状況)

ア 当社は、業務の適正を確保するための体制として、2022年6月15日の取締役会において「内部統制システム整備

に関する基本方針」を決議し、その基本方針に基づき内部統制システムの整備・運用を行っています。

　その概要は、以下の通りです。

 
a.  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合していることを確保するための体制

(1) 法令、定款及び社会規範等の遵守を目的として、取締役及び使用人に対して必要な啓蒙、教育活動を

推進する。

(2) 「コンプライアンス規程」においてコンプライアンスに関する基本事項について定めるとともに、取

締役会の直属組織としてリスク・コンプライアンス委員会を設置し、当社における適正かつ公正な企

業活動の遂行を推進する。

(3) 内部通報制度を制定し、不正行為等の防止及び早期発見を図るとともに、通報者に対する不利益な扱

いを禁止する。

(4) 監査役は、「監査役監査基準」に基づき、公正不偏な立場から取締役の職務執行状況について適宜監

査を実施する。また、監査役は、会社の業務に適法性を欠く事実、又は適法性を欠くおそれのある事

実を発見したときは、その事実を指摘して、これを改めるように取締役会に勧告し、状況によりその
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行為の差し止めを請求できる。

(5) 内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づき、業務運営及び財産管理の実態を調査し、使用人の職

務の執行が法令、定款及び当社規程に適合しているかを確認し、必要に応じて、その改善を促す。ま

た、内部監査担当者は、監査の結果を社長に報告する。

(6) 反社会的勢力に対しては、いかなる場合においても、金銭その他の経済的利益を提供しないことを基

本姿勢とし、これを当社内に周知し明文化する。

 
b.  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役は、「文書管理規程」に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電磁的記録に記録

し、保存する。取締役及び監査役は、必要に応じてこれらを閲覧できる。

(2) データ化された機密情報については、「情報セキュリティ管理規程」及び「個人情報管理規程」に従

い適切なアクセス権限やアクセス管理、並びにバックアップ体制を敷くことで機密性の確保と逸失の

防止に努める。

 
c.  損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスク管理規程」及び「コンプライアンス規程」に従い、企業活動に関する様々なリスクへの

対応及びコンプライアンス遵守を行う。また、コンプライアンス及びリスクマネジメント機能を果たす組

織として、リスク・コンプライアンス委員会を設置する。同委員会は、経営戦略上のリスクや業務運営上

のリスクを把握・評価し、必要な予防策を講じ、また、緊急事態に対する対応策の策定支援を行う。

 
d.  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執行の監督等を行う。毎月１回

の定時取締役会を開催するほか、迅速かつ的確な意思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役

会を開催する。

(2) 当社は、「取締役会規程」、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」を制定し、取締役及び使用人の

職務執行について責任の範囲内及び執行手続を明確にし、効率的な意思決定を行う体制を確保する。

 
e.  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該

使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに監査役からの当該使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項

(1) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と協議の上、必要に応じて監

査役の職務を補助する使用人を配置する。

(2) 監査役の職務を補助する使用人の職務に関しては、取締役その他の上長等の指揮命令を受けない。な

お、その人事異動・処遇については、取締役と監査役とが協議の上で決定するものとし、取締役から

の独立性を確保する。

 
f.  取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 取締役及び使用人は、会社に対し著しい損害を及ぼすおそれのある事実が発生する可能性が生じた場

合もしくは発生した場合、又は、法令・定款に違反する重大な事実が発生する可能性が生じた場合

は、その事実を監査役に遅滞なく報告する。

(2) 取締役及び監査役は、定期・不定期を問わず、コンプライアンス及びリスク管理への取り組み状況そ

の他経営上の課題についての情報交換を行い、取締役・監査役間の意思疎通を図るものとする。

(3) 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要な会議に

出席し、必要に応じて取締役会議事録並びに稟議書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及

び使用人に説明を求めることができる。

(4) 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業績に重大な影響を与える事

項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況及びその内容を報告する体制を整備し、監査

役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力する。

(5) 監査役は内部通報窓口である常勤監査役及び顧問弁護士との情報交換を必要に応じて行い、重大なコ

ンプライアンス上の懸念がある事象については、詳細な確認を行う。
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g.  監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための

体制

当社は、監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り

扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

 
h.  監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ず

る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執

行に必要でないと合理的に認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

 
i.  その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役は、監査役が取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、重要

な会議に出席できる環境を整備するとともに、内部監査担当者及び外部の専門家等と必要に応じて連

携できる環境を構築する。

(2) 監査役は内部監査担当者と定期的に会合を持ち、各監査人の監査状況を共有し、効果的かつ効率的な

監査の実施に努める。

 
j.  財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は財務報告の信頼性確保のため、財務報告に係る内部統制システムの整備・構築を行い、その仕組み

が有効かつ適切に機能することを定期的・継続的に評価するための体制を構築する。

 
k.  反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

(1) 当社は、反社会的勢力に対する毅然とした対応を取ること、反社会的勢力との一切の関係を拒絶する

ことを「反社会的勢力排除規程」に定め、すべての取締役及び監査役並びに使用人に周知徹底する。

(2) 反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問弁護士、警察等の外部専門機

関と連携し、解決を図る体制を整備する。

 
イ    取締役・監査役の定数

　　　当社の取締役の定数は５名以内、監査役の定数は５名以内とする旨を定款で定めております。

 
ウ    取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらないものとする旨を定款

に定めております。

 
エ    中間配当に関する事項

当社は、株主への機動的な利益還元を目的として、取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として、

中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。
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オ    自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策を行うため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取

引等により、自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

 
カ    取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項に基づき、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、同法

第423条第１項の行為に関する取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含

む。）の責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めており

ます。

 
キ    責任限定契約

当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役が期待される役割を十分に発揮できるよう、同法第423条第１

項の行為に関する取締役の責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を

定款に定めております。

 
ク　　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づき当社取締役、監査役及び執行役員を被保

険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険においては、被保険者がその職務の執行に

関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害等について補填されるこ

ととなっております。なお、保険料については、当社が全額を負担しております。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令違反の行為であ

ることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填の対象とならないなど、一定の免責事由が

あります。

 
ケ    株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以

上をもって行う旨を定款に定めております。

 
④　取締役会の活動状況

  当事業年度において当社は取締役会を月１回以上開催しており、個々の取締役の出席状況については次の通りで

あります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 納富　貞嘉 17回 17回

取締役 濱﨑　陽一郎 17回 17回

取締役(社外) 安浦　寛人 17回 16回
 

取締役会においては、「取締役会規程」等の定めに従い、当社の経営方針に関する事項、株式に関する事項、株

主総会に関する事項、決算に関する事項、取締役に関する事項、人事・組織に関する事項、資産に関する事項、資

金に関する事項、内部統制システムの整備に関する事項、その他事業遂行上の重要事項の決議を行う他、決算及び

業績の状況、重要な職務の執行状況、内部統制及び内部監査の状況等についての報告を受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 54/108



 

(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

　a．本報告書提出日現在の役員の状況

 

男性5名　女性1名(役員のうち女性の比率16.7％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

代表取締

役社長
納富　貞嘉

1978年８月11日

生

2003年10月 株式会社Ｆｕｓｉｃ設立　取締役副

社長

2005年３月 当社　代表取締役社長（現任）

2018年２月 株式会社Fixstars Cloud

 Solutions　取締役

2018年10月 株式会社ホープ　社外取締役

(

注)３

424,850

(注)５

取締役

副社長

濱﨑　陽一

郎

1976年５月28日

生

2003年10月 株式会社Ｆｕｓｉｃ設立　代表取締

役社長

2005年３月 当社　取締役副社長（現任）

2018年６月 株式会社データ・キュービック　取

締役

( 注 )

３

424,850

(注)６

取締役

（注）１
安浦　寛人

1953年10月29日

生

1980年４月 京都大学工学部　助手

1983年３月 京都大学工学　博士

1986年11月 京都大学工学部電子工学科　助教授

1991年11月 九州大学大学院総合理工学研究科　

教授

1995年12月 財団法人九州情報システム技術研究

所研究室　室長

1996年５月 九州大学大学院システム情報科学研

究科情報工学専攻　教授

2000年４月 九州大学大学院システム情報科学研

究院　教授

2001年４月 九州大学システムLSI研究センター　

センター長

2001年10月 知的クラスタ創成事業　第I期・第Ⅱ

期福岡地域研究統括

2008年４月 九州大学大学院システム情報科学研

究院　院長

2008年10月 九州大学　理事・副学長、産学連携

センター長、知的財産本部長、情報

統括本部長(CIO)

2008年11月 株式会社産学連携機構九州　代表取

締役社長

2010年10月 九州大学　理事・副学長

情報政策担当（CIO）、財務担当

(CFO)、産学官社会連携担当

産学連携センター長、知的財産本部

長（産学官連携本部長）を兼務

ユヌス＆椎木ソーシャルビジネス研

究センター長

2011年３月 財団法人福岡県産業・科学技術財

団　社会システム実証センター　セ

ンター長

2011年４月 財団法人福岡アジア都市研究所 理事

長

( 注 )

３
1,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

   

2011年５月 一般社団法人大学ICT推進協議会 会

長

2011年10月 日本学術会議　会員

2013年11月 一般社団法人日本オープンオンライ

ン教育推進協議会　副会長

2014年６月 電子情報通信学会情報システムソサ

イアティ 会長

2014年７月 科学技術振興機構 さきがけ「社会情

報基盤」　領域代表

2014年10月 九州大学　理事・副学長

キャンパス移転担当、施設担当、情

報統括本部長(CIO & CISO)、情報公

開及びハラスメント対策担当

2016年６月 電子情報通信学会　副会長

2019年７月 公益財団法人本田財団　理事（現

任）

2020年１月 九州大学　理事・副学長

キャンパス移転・整備担当、情報

(CIO & CISO)、情報公開、産学官連

携、知的財産担当

2020年３月 文部科学省「世界で活躍できる研究

者戦略育成プログラム総合支援事

業」プログラム・ディレクター

2020年６月 公益財団法人日本工学アカデミー　

理事

2021年２月 文部科学省科学技術・学術審議会委

員及び情報委員会主査

2021年３月 理化学研究所科技ハブ産連本部　特

別顧問

2021年３月 株式会社NCBベンチャーキャピタル　

社外取締役（現任）

 QB 第二号投資事業有限責任組合（QB

2号ファンド）　投資委員（現任）

2021年４月 大学共同利用機関法人　情報・シス

テム研究機構　国立情報学研究所　

特任教授（特任研究員）学術基盤

チーフディレクター

2021年４月 株式会社サニックス　顧問

2021年６月 当社　社外取締役（現任）

2022年４月 科学技術振興機構 次世代研究者挑戦

的研究プログラム委員会　委員長

 大学共同利用機関法人　情報・シス

テム研究機構　国立情報学研究所　

副所長、特任教授（特任研究員）学

術基盤チーフディレクター（現任）

2022年６月 株式会社福岡キャピタルパートナー

ズ　社外取締役（現任）

2023年５月 独立行政法人大学改革支援・学位授

与機構大学・高専機能強化支援事業

選定委員会　委員長（現任）

2023年11月 CMSC, Inc.社外取締役（現任）

2024年６月 公益財団法人福岡アジア都市研究

所　評議員（現任）

2024年10月 株式会社ふくおかフィナンシャルグ

ループ　FFG半導体戦略最高顧問（現

任）

2024年11月 国立大学法人大阪大学運営方針委員

（現任）

  

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 56/108



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

常勤監査

役（注）

２

栗林　絹江
1963年10月21日

生

1982年４月 野村證券株式会社

1988年10月 ポリドール株式会社(現ユニバーサル

ミュージック合同会社)

1990年６月 ビクター音楽産業株式会社(現株式会

社JVCケンウッドビクターエンタテイ

ンメント)

1997年３月 日本デジタル放送サービス株式会社

(現スカパーJSAT株式会社)

2005年２月 株式会社スカパーマーケティング

（現スカパーJSAT株式会社）　監査

役

2005年６月 マルチチャンネルエンターテイメン

ト株式会社（現スカパーエンターテ

イメント株式会社）　監査役

2005年６月 シーエス映画放送株式会社（現株式

会社シーエス日本）　監査役

2005年12月 ベーシック・エンターテイメント株

式会社（現株式会社ザ・シネマ）　

監査役

2006年７月 株式会社イマジカ・ロボットホール

ディングス (現株式会社 IMAGICA

GROUP)

2006年７月 株式会社PICS　監査役

2008年６月 株式会社IMAGICAプログラミング（現

WOWOWプラス株式会社）　監査役

2011年７月 株式会社IMAGICA TV（現 WOWOWプラ

ス株式会社）出向　取締役執行役員

管理局長

2017年２月 株式会社IMAGICA LIVE（現 株式会社

フォトロン）　取締役

2017年４月 株式会社コスモ・スペース（現　株

式会社IMAGICAコスモ・スペース）出

向　取締役執行役員管理本部長

2019年１月 株式会社IMAGICA IRIS　監査役

2019年３月 株式会社コスモ・スペース（現 株式

会社IMAGICAコスモ・スペース）　監

査役

2019年４月 株式会社IMAGICA Lab. 取締役執行役

員管理本部長

2019年６月 株式会社IMAGICA SDI STUDIO（現株

式会社IMAGICAエンタテインメントメ

ディアサービス)監査役

2020年４月 株式会社イマジカデジタルスケープ

（現 株式会社デジタルスケープ）　

取締役

2021年６月 当社　常勤監査役（現任）

( 注 )

４
1,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

監査役

（注）２
柏木　街史

1960年７月７日

生

1983年４月 日本電信電話公社（現 日本電信電話

株式会社）入社
1999年７月 NTTコミュニケーションズ株式会社　

転籍
2007年３月 NTT America, Inc. 上級副社長

2010年４月 ポリコムジャパン株式会社　代表取
締役社長

2011年11月 インターソフト株式会社　取締役社
長

2013年７月 KVH（現 COLT Asia）執行役員

2017年６月 株式会社インフォマティクス　取締
役

2021年６月 当社監査役（現任）

2022年２月 株式会社フーモア　監査役(現任)

( 注 )

４
―

監査役

（注）２
西原　隆雅

1994年３月４日

生

2016年９月 司法試験合格

2016年12月 最高裁判所司法研修所　入所

2017年12月 西村あさひ法律事務所　入所

2020年４月 株式会社スーツ

 アクセラレート法律事務所　代表
（現任）

2020年10月 株式会社VAZ社長室長兼メディア部Ｇ
Ｍ

2021年７月 株式会社イエマルシェ 代表

2021年９月 当社監査役（現任）

2022年７月 ETフロンティア株式会社 代表

2023年12月 株式会社MiRESSO

2024年４月 株式会社MiRESSO 執行役員兼経営企

画部長（現任）

( 注 )

４
―

計 851,700
 

（注）１．取締役安浦寛人は社外取締役であります。

　　　２．監査役栗林絹江、柏木街史、西原隆雅は社外監査役であります。

　　　３．任期は、2024年９月20日開催の定時株主総会終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。

　　　４．任期は、2022年12月15日開催の臨時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。

　　　５．代表取締役社長納富貞嘉の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＮＳＭＣ株式会社が保有する株式も含

んでおります。

　　　６．取締役副社長濱﨑陽一郎の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＨＳＭＣ株式会社が保有する株式も含

んでおります。
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　　　７．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。本書提出日現在における執行役員は次の者です。

役職名 氏名

執行役員経営企画本部長 小田　晃司

執行役員組織開発本部長 杉本　慎太郎

執行役員事業本部長 濱野　泰明
 

 

　b．定時株主総会後の役員の状況

2025年９月25日開催予定の定時株主総会の決議事項として「取締役４名選任の件」を提案しております。当該議

案が承認可決された場合、当社の役員の状況は、以下の通りとなります。なお、役職名については、当該定時株主

総会の直後に開催予定の取締役会の決議事項の内容を含めて記載しております。

 
男性6名　女性1名(役員のうち女性の比率14.3％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役
社長

納富　貞嘉 1978年８月11日生 a．に記載のとおり (注)４
424,850

(注)６

取締役
副社長

濱﨑　陽一郎 1976年５月28日生 a．に記載のとおり (注)４
424,850

(注)７

取締役
（注）１

安浦　寛人 1953年10月29日生 a．に記載のとおり (注)４ 1,000

取締役
（注）１

中村　陽二
（注）３

1987年９月９日生

2014年４月
マッキンゼー・アンド・カンパ
ニー・インコーポレイテッド・
ジャパン

2015年４月 株式会社サイシード　代表取締役

2016年５月 全研本社株式会社　取締役

2017年４月
株式会社プロジェクトカンパニー
取締役

2021年７月
株式会社ストラテジーキャンパス
代表取締役（現任）

(注)４ ―

常勤監査役
（注）２

栗林　絹江 1963年10月21日生 a．に記載のとおり (注)５ 1,000

監査役
（注）２

柏木　街史 1960年７月７日生 a．に記載のとおり (注)５ ―

監査役
（注）２

西原　隆雅 1994年３月４日生 a．に記載のとおり (注)５ ―

計 851,700
 

（注）１．取締役安浦寛人及び中村陽二は社外取締役であります。

　　　２．監査役栗林絹江、柏木街史、西原隆雅は社外監査役であります。

　　　３．取締役中村陽二につきましては、旧姓かつ職業上使用している氏名を表記しておりますが、戸籍上の氏名は

松尾陽二であります。

　　　４．任期は、2025年９月25日開催の定時株主総会終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。

　　　５．任期は、2022年12月15日開催の臨時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち、最終のも

のに関する定時株主総会の終結の時までであります。

　　　６．代表取締役社長納富貞嘉の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＮＳＭＣ株式会社が保有する株式も含
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んでおります。

　　　７．取締役副社長濱﨑陽一郎の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＨＳＭＣ株式会社が保有する株式も含

んでおります。

　　　８．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。

役職名 氏名

執行役員経営企画本部長 小田　晃司

執行役員組織開発本部長 杉本　慎太郎

執行役員事業本部長 濱野　泰明
 

 

② 社外役員の状況

　当社は、コーポレート・ガバナンスの体制強化を経営上の重要な課題の一つと位置付けており、社外取締役及び社

外監査役を選任し、中立的な立場から有益な監督及び監査を十分に行える体制を整備し、かつ、経営監視機能の強化

に努めております。

当社は、社外取締役１名及び社外監査役３名を選任しております。社外取締役及び社外監査役は、その経営者ある

いは弁護士としての豊富な経験と高い見識に基づき、当社の経営に対する独立した立場からの助言・提言を行うとと

もに、経営の監督機能を強化しております。

社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準

又は方針は定めていないものの、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する基準等を参考に、一般

株主と利益相反が生じるおそれのない者を選任する方針であります。また、当社のコーポレート・ガバナンスの充

実・向上のため、会社に対する善管注意義務を遵守し、客観的で公平・公正な判断をなし得る人格、見識、能力を有

していると会社が判断している人物を選任しております。

 
　（a）社外取締役

社外取締役の安浦寛人氏は、様々な研究機関や企業の顧問等を歴任していることから、豊富な情報技術及び情報セ

キュリティに関する知見を有するとともに、企業経営の経験を持つことから、多面的な経営判断に必要な見識・経験

を有しております。その知識・経験を活かし、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を

行っており、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与するとともに、当社の経営に対する有効な監督機能を果たして

おります。同氏は、複数の企業の社外取締役や顧問を兼職しており、同氏が特任教授（特任研究員）学術基盤チーフ

ディレクターを務める大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構　国立情報学研究所と当社との間に取引があり

ますが、同氏は各社における業務執行権限がなく、各社との取引金額の合計が売上全体に占める割合は１％程度と僅

少であるため、一般株主と利益相反の生じるおそれがなく十分な独立性を有すると判断しております。

また、同氏は当社株式1,000株を所有しております。それ以外に、同氏と当社との間に特別な利害関係はありませ

ん。

 
　（b）社外監査役

社外監査役の栗林絹江氏は、他社での取締役・監査役としての業務経験が豊富であり、かつ、長年にわたり経理業

務に従事していたことから、経営、財務、会計及びコーポレート・ガバナンスに関する相当程度の知見を有しており

ます。その知識・経験に基づき、客観的・専門的な視点からリスクの指摘及び助言・提言を行っており、当社の経営

に対する有効な監督機能を果たしております。

社外監査役の柏木街史氏は、長年にわたる経営者等としての豊富な経験と幅広い知見を有しております。その知

識・経験に基づき、客観的な立場からリスクの指摘及び助言・提言を行っており、当社の経営に対する有効な監督機

能を果たしております。同氏は、株式会社フーモアの監査役を兼職しておりますが、同社と当社との間には特別の利

害関係はないため、当社の一般株主との利益相反が生じるおそれはないものと判断しております。

社外監査役の西原隆雅氏は、弁護士として培われた専門的な知識・経験等を有するとともに、経営者等としての経

験・知見を有しております。その知識・経験に基づき、客観的・専門的な視点からリスクの指摘及び助言・提言を

行っており、当社の経営に対する有効な監督機能を果たしております。

なお、社外監査役である栗林絹江氏は、当社株式1,000株を所有しており、社外監査役である柏木街史氏及び西原隆

雅氏は、当社のストック・オプション５個（500株）を所有しております。それ以外に、同氏と当社との間に特別な利
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害関係はありません。

なお、当社は2025年９月25日開催予定の定時株主総会の決議事項として「取締役４名選任の件」を提案しており、

当該議案が承認可決された場合、当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名となります。

社外取締役である安浦寛人氏は、前述の通りであります。社外取締役である中村陽二氏は、戦略コンサルティング

ファームにおける経験に加え、複数の企業における代表取締役や取締役として経営に携わってきた実績があり、経営

戦略や新規事業開発、M&Aなどに関する高い専門性と実践的な知見を有しております。その知識・経験を活かし、当社

の経営課題に対して実践的かつ客観的な助言・提言を行っていただくことで、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保し、コーポレート・ガバナンスの強化に寄与していただけるものと判断しております。

社外監査役である栗林絹江氏、柏木街史氏、西原隆雅氏は、前述の通りであります。

 
③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

　社外取締役は取締役会を通じて、社外監査役は取締役会並びに監査役会及び監査業務の実施過程を通じて、それぞ

れ必要な情報の収集及び意見の表明を行っております。会計監査人とは、定期的に会合の機会を持ち、お互いの活動

を通じて得た情報を交換することで、相互連携を図っております。また、内部監査担当とは、適宜連携を取り合い、

コーポレート・ガバナンス強化及び企業品質の向上に努めております。

　また、常勤監査役は取締役会に加え、経営会議及びリスク・コンプライアンス委員会その他重要な会議に出席し、

意見を述べるほか、取締役からの意見聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じた監査を実施しております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

a.機関設計の形態と総人員

当社は監査役会設置会社で、常勤監査役１名と監査役２名の計３名で構成されており、全員が社外監査役であり

ます。監査役会における主な検討事項として、法令又は定款の定めるところに従い、取締役の職務の執行状況を厳

正かつ公正に監査するとともに、経営計画の遂行状況及び内部統制の運用状況等を重点監査しております。

 
b.監査役・監査役会監査の手続き及び活動状況

各監査役は、毎事業年度において策定される監査計画に基づき、取締役会に出席して議事運営・決議内容等を確

認の上で必要に応じて意見を述べるほか、業務執行取締役や執行役員へのインタビューを通じて、取締役の経営判

断や職務執行の状況を監査しております。また、会計監査人や内部監査室と情報・意見交換を実施しており、密接

な相互連携を図っております。

監査役会は、原則毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を随時開催しております。

当事業年度において、当社は、監査役会を通算14回開催しており、個々の監査役の出席状況については次の通り

であります。

氏名 開催回数 出席回数

栗林　絹江 14回 14回

柏木　街史 14回 14回

西原　隆雅 14回 14回
 

監査役会においては、監査方針、監査計画、会計監査人の再任、会計監査人報酬への同意、監査に関する重要事

項等の協議及び決議を行っております。

また、常勤監査役は、監査計画に基づき、日常業務の監査を行うほか、経営会議及びリスク・コンプライアンス

委員会その他必要と認める重要会議への出席、重要な稟議書等の閲覧を通じて会社状況を把握し、非常勤監査役と

情報共有を行っております。

 
c.会計監査人との連携

内容 実施頻度 目的・概要

半期毎の決算方針の確認、
意見交換

年２回
経理担当者及び会計監査人から半期ごとの決算方針の報告を受けるとと
もに意見交換を行う。

監査結果概要報告 年２回
半期決算時はレビュー結果の報告を受け意見交換を行い、年度決算時は
監査結果の説明を受け監査報告書を受領する。

監査計画の説明 年１回 年度の監査計画、監査時間、監査スケジュール計画等の説明を受ける。

会社計算規則第131条の会
計監査人の職務の遂行に関
する事項の通知

年１回

会社計算規則第131条の会計監査人の職務の遂行に関する以下の事項につ
いて説明を受ける。
・独立性に関する事項その他監査に関する法令及び規程の遵守に関する
事項
・監査、監査に準ずる業務及びこれらに関する業務の契約の受任及び継
続の方針に関する事項
・会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制
に関するその他の事項

KAM（監査上の主要な検討
事項）に係る会計監査人と
のコミュニケーション

年２回
「監査上の必要な検討事項（KAM）」の選定の適切性を確認する。
KAMに関する記載内容と関連情報の適切性・整合性等について意見交換を
行う。

三様監査 年４回
三様監査の進捗状況等を共有するとともに、認識した課題に対する意見
交換を行う。
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d.内部監査室との連携

内容 実施頻度 目的・概要

内部監査室長との意見交換
会

毎月
常勤監査役と内部監査室長との意見交換会を毎月実施し、監査計画の共
有及び監査上の課題等の認識合わせを行う。

内部監査実施報告 都度 内部監査の進捗状況と結果の概要について報告を受ける

三様監査（上記「c」と重
複記載）

年４回
三様監査の進捗状況等を共有するとともに、認識した課題に対する意見
交換を行う。

 

 
 

② 内部監査の状況

a.内部監査の組織、人員及び手続

当社は、業務担当部署から独立した内部監査室を設置し、代表取締役社長より任命された内部監査担当者（１

名）が、業務監査及び金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制評価を実施しております。

業務監査については、内部監査規程及び代表取締役社長から承認を得た事業年度ごとの内部監査計画に基づき、

全部門を対象に行っております。具体的には、リスクベースで監査項目を選定し、各部門の業務活動が各種法令や

諸規程に従って適正かつ効率的に行われているか監査し、統制手続きの有効性を評価した上で、助言・改善提案を

行っております。監査結果は、代表取締役社長と常勤監査役に直接報告されると同時に被監査部門に通知され、後

日、フォローアップ監査により改善状況の確認作業が行われております。

 
b.内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査室は、監査役及び会計監査人との連携を通じて、業務の重複を最小化し、リスクの高い領域を全体とし

て網羅することにより、監査の効率性・有効性を高めることに努めております。常勤監査役と毎月定例の意見交換

会を実施するほか、会計監査人を加えた三様監査を四半期ごとに実施し、重点監査項目や監査計画を共有するとと

もに、相互に情報共有及び意見交換を行うことで監査体制を強化しております。

 
c.内部監査の実効性を確保するための取り組み

内部監査では、適法性、合理性、適正な財務報告の信頼性確保の観点から、公正かつ独立の立場で経営諸活動の

遂行状況を検討・評価し、内部監査の結果や課題、過去に実施した監査指摘事項のフォローアップ状況について、

取締役会に対しても四半期ごとに直接報告を行っており、デュアルレポーティングラインを確保しております。

 
③ 会計監査の状況

a.監査法人の名称

有限責任監査法人トーマツ

 
b．継続監査期間

５年間

 
c．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　只隈 洋一

指定有限責任社員　業務執行社員　濵村 正治
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d．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、公認会計士試験合格者２名、その他６名であり、監査法人

及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はなく、また、同監査法人は既

に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっておりま

す。

 
e．監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人を選定するにあたって、監査法人の沿革と監査実績、当社が属する業界の知見、公認会計士法に

基づく処分や会社法上の欠落事由の有無、監査法人の品質管理体制、監査法人の独立性、専門性、監査の実施体制、

グローバルへの対応、監査テクノロジー、監査報酬見積額等の適正性を考慮しており、これらを総合的に勘案した結

果、有限責任監査法人トーマツは適任であると判断したものであります。

 
f．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。具体的には、日本監査役協会が公表する

「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」及び監査法人が定めたガバナンス・コードなど

を踏まえ、会計監査人とのコミュニケーションを通じて、監査チームの独立性、監査計画の内容、特別な検討を必要

とするリスク等及び不正リスクへの対応並びにそれらの監査結果、経営者等とのコミュニケーションの状況等を評価

しています。さらに最近の日本公認会計士協会の品質管理レビュー及び公認会計士・監査審査会による検査の内容に

その対応状況も考慮した監査法人の品質管理体制を勘案して評価しており、監査人の監査体制、職務執行状況等は適

切であると評価しております。

 
④ 監査報酬の内容等

a．監査公認会計士等に対する報酬

 
前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

監査証明業務に基づく報酬

（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

21,500 ― 22,000 ―
 

 
b．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

　 該当事項はありません。

 
c．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容      

　 　該当事項はありません。

 
d．監査報酬の決定方針

当社の監査法人に対する監査報酬の決定方針は、監査法人から年度監査計画の提示を受け、その内容について監査

法人と協議の上、前年度の監査の実績、監査日数、当社の規模及び事業特性を総合的に勘案して決定しております。

 
e．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるか

どうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、取締役の報酬については、株主総会で

決議された総額の範囲内で固定報酬額を支給しております。

取締役の報酬は、2022年12月15日開催の臨時株主総会において取締役の報酬総額を年額70,000千円以内(うち社外取

締役の報酬総額を年額5,000千円以内)と決議しております。取締役の個別の報酬につきましては、上記報酬総額内で、

経営環境、役位、会社への貢献度、業績等を勘案して取締役会にて決定することとしております。

監査役の報酬は、2022年９月28日開催の定時株主総会において監査役の報酬総額を年額15,000千円以内と決議してお

ります。監査役の個別の報酬につきましては、監査役の協議により決定しております。

なお、企業内容等の開示に関する内閣府令で定義される業績連動報酬は、現在導入しておりません。

 
② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額
 (千円)

報酬等の種類別の総額

 （千円）
対象となる

 役員の員数

（名）固定報酬
非金銭報酬

等

業績連動報

酬
退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
33,600 33,600 ― ― ― 2

監査役

（社外監査役を除く）
― ― ― ― ― ―

社外役員 16,200 16,200 ― ― ― 4

 

 
③ 定時株主総会後

2025年９月25日開催予定の定時株主総会の決議事項として、「取締役４名選任の件」及び「取締役の報酬額改定の

件」並びに「社外取締役に対する業績条件型譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件」を提案しており、当該議案

がそれぞれ承認可決された場合、役員区分ごとの報酬等は下表の通りとなります。

役員区分 報酬額の内容

対象となる

役員の員数

（名） 

取締役

 

年額70,000千円以内

（年額15,000千円以内）

4

(2)

監査役 年額15,000千円以内 3

社外取締役

譲渡制限付株式付与のために支給する

金銭報酬債権総額
年額3,000千円以内 2

発行又は処分される当社普通株式数 年1,000株以内 2

 

（注）（）内には、社外取締役に関する報酬等の内容及び員数を記載しております。

 
④ 報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

 報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
⑤ 使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

 該当事項はありません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、株

式価値の変動又は株式にかかる配当により利益を受けることを目的とする投資株式を純投資目的である投資株

式とし、それ以外を純投資株式目的以外の目的である投資株式に区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内容

当社は、保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式については、取引の経済合理性を含めて当該会社

との関係強化による収益力向上の観点から有効性を判断するとともに、当社の持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上に資するかどうかを総合的に勘案し、取締役会で決議しております。また、取得後は定期的に保有

継続の合理性を検証しております。

 
　　b　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 2 45,000

非上場株式以外の株式 － －
 

 
　　（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 24,000 資本業務提携による取得

非上場株式以外の株式 － －
 

 
　　（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　　　　該当事項はありません。

 
　　c　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 　　 　該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2024年７月１日から2025年６月30日まで）

の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 
３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 
４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、監査法人等専門的な情報

を有する団体等が主催するセミナーへ参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 776,362 785,172

  売掛金 201,311 305,907

  契約資産 101,060 97,068

  仕掛品 99,407 70,100

  前払費用 18,151 17,950

  その他 21,125 56,610

  流動資産合計 1,217,418 1,332,809

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 75,207 67,030

   工具、器具及び備品（純額） 14,033 14,021

   有形固定資産合計 ※  89,241 ※  81,052

  投資その他の資産   

   投資有価証券 21,000 45,000

   保険積立金 66,398 66,398

   長期前払費用 528 396

   繰延税金資産 10,618 12,443

   その他 32,714 31,732

   投資その他の資産合計 131,260 155,970

  固定資産合計 220,502 237,022

 資産合計 1,437,920 1,569,831
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年６月30日)
当事業年度

(2025年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 93,225 78,235

  １年内返済予定の長期借入金 43,349 -

  未払金 50,342 51,169

  未払費用 75,739 75,586

  未払法人税等 32,269 49,781

  契約負債 108,800 87,789

  預り金 15,218 16,631

  その他 23,241 45,147

  流動負債合計 442,185 404,341

 固定負債   

  資産除去債務 28,642 28,834

  固定負債合計 28,642 28,834

 負債合計 470,828 433,175

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 56,735 58,914

  資本剰余金   

   資本準備金 6,735 8,914

   その他資本剰余金 410,800 410,800

   資本剰余金合計 417,535 419,714

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 492,560 686,509

   利益剰余金合計 492,560 686,509

  自己株式 △112 △28,842

  株主資本合計 966,720 1,136,296

 新株予約権 372 359

 純資産合計 967,092 1,136,655

負債純資産合計 1,437,920 1,569,831
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

売上高 ※１  1,798,412 ※１  1,952,131

売上原価 1,132,068 1,179,354

売上総利益 666,343 772,776

販売費及び一般管理費 ※２，※３  459,226 ※２，※３  502,015

営業利益 207,117 270,761

営業外収益   

 受取利息 3 523

 補助金収入 4,166 -

 為替差益 - 1,195

 受取手数料 - 454

 助成金収入 - 330

 その他 822 208

 営業外収益合計 4,992 2,711

営業外費用   

 支払利息 310 128

 為替差損 141 -

 株式交付費 113 240

 控除対象外消費税等 60 60

 自己株式取得費用 - 85

 その他 - 52

 営業外費用合計 626 566

経常利益 211,483 272,906

税引前当期純利益 211,483 272,906

法人税、住民税及び事業税 61,974 80,782

法人税等調整額 △5,477 △1,824

法人税等合計 56,496 78,957

当期純利益 154,986 193,948
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 70/108



 

【売上原価明細書】

      前事業年度 当事業年度

       （自　2023年７月１日  （自　2024年７月１日

      　 至　2024年６月30日） 　至　2025年６月30日）

   区分  
注記

番号
金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

Ⅰ 材料費    582,991 50.1 517,265 44.9

Ⅱ 労務費    425,053 36.5 480,232 41.7

Ⅲ 経費    ※１ 155,771 13.4 153,918 13.4

 当期総発生費用   1,163,816 100.0 1,151,415 100.0

 期首仕掛品棚卸高  72,185  99,407  
 合計  1,236,001  1,250,823  
 期末仕掛品棚卸高  99,407  70,100  
 他勘定振替高 ※２ 4,525  1,367  
 売上原価  1,132,068  1,179,354  
 
※１　経費の主な内訳は、次の通りであります。

 
項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

 外注加工費    80,685  65,964

 地代家賃    22,931  28,933

 通信費    19,619  33,638

 
※２　他勘定振替高の内容は、次の通りであります。

 
項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

 研究開発費    4,525  1,367

計  4,525  1,367

          
（原価計算の方法）       
当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。   
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 235,400 225,400 - 225,400 337,574 337,574 △112 798,262 771 799,033

当期変動額           

減資 △185,400 △225,400 410,800 185,400    -  -

新株の発行

（新株予約権の行使）
6,735 6,735  6,735    13,471  13,471

当期純利益     154,986 154,986  154,986  154,986

自己株式の取得        -  -

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        △399 △399

当期変動額合計 △178,664 △218,664 410,800 192,135 154,986 154,986 - 168,458 △399 168,058

当期末残高 56,735 6,735 410,800 417,535 492,560 492,560 △112 966,720 372 967,092
 

 
当事業年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 56,735 6,735 410,800 417,535 492,560 492,560 △112 966,720 372 967,092

当期変動額           

減資        -  -

新株の発行

（新株予約権の行使）
2,178 2,178  2,178    4,356  4,356

当期純利益     193,948 193,948  193,948  193,948

自己株式の取得       △28,729 △28,729  △28,729

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        △12 △12

当期変動額合計 2,178 2,178 - 2,178 193,948 193,948 △28,729 169,575 △12 169,563

当期末残高 58,914 8,914 410,800 419,714 686,509 686,509 △28,842 1,136,296 359 1,136,655
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 211,483 272,906

 減価償却費 13,325 17,586

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △48 -

 受取利息及び受取配当金 △3 △523

 補助金収入 △4,166 -

 支払利息 310 128

 自己株式取得費用 - 85

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △114,447 △100,603

 棚卸資産の増減額（△は増加） △27,222 29,306

 前払費用の増減額（△は増加） △7,134 201

 仕入債務の増減額（△は減少） 49,730 △14,990

 未払金の増減額（△は減少） 20,621 474

 未払費用の増減額（△は減少） 12,959 △152

 契約負債の増減額（△は減少） 13,813 △21,010

 その他 △39,687 14,425

 小計 129,534 197,834

 利息及び配当金の受取額 3 523

 補助金の受取額 4,166 -

 利息の支払額 △276 △128

 法人税等の支払額 △76,750 △63,270

 営業活動によるキャッシュ・フロー 56,675 134,959
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           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2023年７月１日
　至　2024年６月30日)

当事業年度
(自　2024年７月１日
　至　2025年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △63,947 △9,043

 敷金の差入による支出 △19,724 -

 投資有価証券の取得による支出 △21,000 △24,000

 その他 - 982

 投資活動によるキャッシュ・フロー △104,672 △32,061

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △36,663 △43,349

 ストックオプションの行使による収入 13,072 4,344

 自己株式の取得による支出 - △28,815

 
自己株式取得のための預託金の増減額（△は増
加）

- △26,268

 財務活動によるキャッシュ・フロー △23,590 △94,088

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,586 8,809

現金及び現金同等物の期首残高 847,949 776,362

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  776,362 ※１  785,172
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
２．デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

 
３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

(1) 仕掛品

個別法による原価法

 
４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。ただし、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物　　　　　　　　　５年～15年

工具、器具及び備品　　３年～８年

 
５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
６．収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通

常の時点）は次の通りであります。

①　クロステクノロジーサービス

クロステクノロジーサービスでは、受託開発サービスを提供しており、契約形態には請負契約と準委任

契約があります。

請負契約の受託開発サービスでは、顧客と合意した目的に沿った成果物の作成・納品を行っており、契

約期間中の当社の開発作業の進捗に応じて顧客に支配が移転すると判断し、履行義務の充足に係る進捗度

を見積もることで、一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗度の見積方法には、原価総額の見

積額に対する累積実際発生原価の割合（インプット法）を用いております。なお、契約の取引開始日から

完全に履行義務を充足すると見込まれるまでの期間がごく短い業務については、代替的な取扱いを適用

し、履行義務が完全に充足された時点で収益を認識しております。

準委任契約の受託開発サービスでは、契約に基づき人的役務の提供を行っており、一定の期間にわたり

履行義務が充足されると判断し、契約期間に応じて収益を認識しております。

②　MSP

MSPでは、メンテナンスサービス及びAWSリセールサービスを提供しております。

メンテナンスサービスでは、契約に基づき人的役務提供を行っており、一定の期間にわたり履行義務が

充足されると判断し、契約期間に応じて収益を認識しております。

AWSリセールサービスでは、技術支援（QA対応）及びAWSサービス利用料金の支払代行を行っており、一

定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約に定める期間にわたるAWS利用実績に応じて収益を

認識しております。

③　その他（自社プロダクト等）

その他事業ではプロダクトサービスとして、「360（さんろくまる）」及び「sigfy」を提供しておりま
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す。

360（さんろくまる）では、360度フィードバックサービスを提供しており、サービスの利用実績に応じ

て履行義務が充足されると判断し、サービスの利用時点で収益を認識しております。なお、サポートサー

ビスを含めた利用環境の提供の場合、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間に応

じて収益を認識しております。

sigfyでは、学校や保育園等を対象に、安全かつ簡便な連絡網サービスを提供しており、サポートサービ

スを含めた利用環境の提供により一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間に応じて

収益を認識しております。

なお、プロダクトサービスにおいても一部で受託開発を行っておりますが、その収益認識に関する取扱

いは、①　クロステクノロジーサービスにおける履行義務と同様です。

 
７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建仕入債務

(3) ヘッジ方針

為替予約は、仕入取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的としており、社内規程に基づき、担当部門

が決裁者の承認を得て外貨建仕入債務の決済に必要な範囲内で行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一であることから、為替相場の変動によるキャッシュ・フロー

の変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性の評価は省略しております。

 
８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲   

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1）概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2）適用予定日

2028年６月期の期首から適用予定であります。

 
(3）当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による当社の財務諸表に与える影響は、現在評価中であります。

 
(貸借対照表関係)

※　有形固定資産の減価償却累計額

　有形固定資産の減価償却累計額は、以下の通りであります。

      
  前事業年度  当事業年度  
  （2024年６月30日）  （2025年６月30日）  
 有形固定資産の減価償却累計額 44,015 千円 61,104 千円
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(損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益であります。顧客との契約から生じる収益の金額は、財務諸

表「注記事項（収益認識関係）　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額並びにおおよその割合は、次の通りであります。

      
  前事業年度  当事業年度  
  （自　2023年７月１日  （自　2024年７月１日  
  　至　2024年６月30日）  　至　2025年６月30日）  
 役員報酬 48,750 千円 49,800 千円

 給料及び手当 158,272 〃 196,671 〃

 減価償却費 4,800 〃 6,085 〃

 支払報酬 49,029 〃 52,096 〃

      
 おおよその割合     
 販売費 29 ％ 26 ％

 一般管理費 71 ％ 74 ％
 

 
※３　一般管理費に含まれる研究開発費の金額は、次の通りであります。

     
  前事業年度  当事業年度  
  （自　2023年７月１日  （自　2024年７月１日  
  　至　2024年６月30日）  　至　2025年６月30日）  
  4,525 千円 1,367 千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 1,245,000 25,100 ― 1,270,100
 

（変動事由の概要）

新株の発行(新株予約権の行使)

ストック・オプションの権利行使による増加　25,100株

 
２．自己株式に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 24 ― ― 24
 

 
３．新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株数（株） 当事業年度

末残高

（千円）

当事業年度

期首
増加 減少

当事業年度

末

第１回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― 322

第２回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― ―

第３回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― 50

第４回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 372

 

（注）第４回ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 
４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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　当事業年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

１．発行済株式に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 1,270,100 7,200 ― 1,277,300
 

（変動事由の概要）

新株の発行(新株予約権の行使)

ストック・オプションの権利行使による増加　7,200株

 
２．自己株式に関する事項

 
当事業年度期首

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

普通株式 24 13,436 ― 13,460
 

（変動事由の概要）

2025年５月30日付の取締役会決議による自己株式の取得　13,400株

単元未満株式の買取りによる増加　36株

 
３．新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株数（株） 当事業年度

末残高

（千円）

当事業年度

期首
増加 減少

当事業年度

末

第１回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― 322

第２回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― ―

第３回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― 37

第４回ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― 359

 

 
４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
   （単位：千円）

  前事業年度 当事業年度

  （自　2023年７月１日 （自　2024年７月１日

  　至　2024年６月30日） 　至　2025年６月30日）

 現金及び預金 776,362 785,172

 現金及び現金同等物 776,362 785,172
 

 

２　重要な非資金取引の内容

　重要な資産除去債務の計上額は、次のとおりであります。

   （単位：千円）

  前事業年度 当事業年度

  （自　2023年７月１日 （自　2024年７月１日

  　至　2024年６月30日） 　至　2025年６月30日）

 重要な資産除去債務の計上額 13,638 ―
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については事業計画に照らし、必要に応

じ銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

デリバティブは、為替の変動リスクに対するヘッジ目的のために利用し、投機的な取引は行いません。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、３か月以内の支払期日であります。未払金は、主に経費関係のもので３か月以

内に支払期限が到来するものであります。

デリバティブ取引は、外貨建仕入債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約であ

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジ有効性評価の方法等

は、「重要な会計方針」の「ヘッジ会計の方法」に記載の通りであります。

投資有価証券は非上場株式であり、発行会社の信用リスクに晒されております。

 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、売掛金について、社内規程に従い、取引先の信用調査及び状況確認を定期的に行い、取引相手

先ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、取引先別に回収期

日管理及び残高管理を行っております。

投資有価証券は、資本業務提携に関連する株式であり、信用リスクに晒されておりますが、定期的に発

行体の財務状況等を把握しております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

長期借入金については、金利変動リスクに晒されておりますが、金利の変動を定期的にモニタリング

し、金利変動リスクの早期把握を図っております。

デリバティブ取引は、外貨建仕入取引に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予約取

引のみであり、社内規程に従い、担当部門が決裁者の承認を得て実行しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、適時資金計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理して

おります。

 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 
(5) 信用リスクの集中

当事業年度の貸借対照表日現在における営業債権のうち56.8％が特定の大口顧客４社に対するものであり

ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

前事業年度（2024年６月30日）

 
貸借対照表計上額

 （千円）

時価

 （千円）

差額

 （千円）

売掛金 201,311 200,789 △522

資産計 201,311 200,789 △522
 

（※１）現金及び預金、買掛金、未払金、１年内返済予定の長期借入金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。

（※２）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。

 
当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
当事業年度

（千円）

非上場株式 21,000
 

 
当事業年度（2025年６月30日）

 
貸借対照表計上額

 （千円）

時価

 （千円）

差額

 （千円）

売掛金 305,907 305,607 △300

資産計 305,907 305,607 △300

デリバティブ取引（※２） ― ― ―
 

（※１）現金及び預金、買掛金、未払金、１年内返済予定の長期借入金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額

に近似することから、注記を省略しております。

（※２）デリバティブ取引

外貨建仕入取引について為替予約を行っておりますが、為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とさ

れる外貨建仕入取引と一体として処理されているため、その時価は当該ヘッジ対象の時価に含めておりま

す。

（※３）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。

 
当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
当事業年度

（千円）

非上場株式 45,000
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（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2024年６月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 776,362 ― ― ―

売掛金 187,280 14,030 ― ―

合計 963,642 14,030 ― ―
 

 
当事業年度（2025年６月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 785,172 ― ― ―

売掛金 305,607 299 ― ―

合計 1,090,779 299 ― ―
 

 
２．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（2024年６月30日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長期借入金 43,349 ― ― ― ― ―

合計 43,349 ― ― ― ― ―
 

 
当事業年度（2025年６月30日）

該当事項はありません。

 
３．金融商品の時価及びレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

　時価で貸借対照表に計上している金融商品はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 84/108



 

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2024年６月30日）

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 ― 200,789 ― 200,789

資産計 ― 200,789 ― 200,789
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　売掛金

売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利

率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
当事業年度（2025年６月30日）

区分
時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 ― 305,607 ― 305,607

資産計 ― 305,607 ― 305,607
 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　売掛金

売掛金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利

率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

前事業年度(2024年６月30日)

非上場株式（貸借対照表価額21,000千円）について、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

であることから記載しておりません。

 
当事業年度(2025年６月30日)

非上場株式（貸借対照表価額45,000千円）について、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

であることから記載しておりません。

 

(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（１）通貨関連

前事業年度(2024年６月30日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(2025年６月30日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

買掛金

   

買建    

米ドル 1,481 ― （注）
 

(注) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されているため、その

時価は、当該ヘッジ対象の時価に含めております。

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 86/108



 

(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 
 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 2021年３月30日 2021年９月30日 2021年９月30日 2022年６月23日

付与対象者の

区分及び人数

当社従業員　１

社外協力者　１

当社従業員　72

当社取締役　１

当社従業員　５

当社監査役　３

社外協力者　２

当社従業員　10

株式の種類別

のストック・

オプションの

数　(注)１

普通株式　4,100株 普通株式　51,400株 普通株式　8,900株 普通株式　1,900株

付与日 2021年３月31日 2021年10月21日 2021年10月21日 2022年６月30日

権利確定条件 （注）２ 同左 同左 同左

対象勤務期間
対象勤務期間の定めは

ありません。
同左 同左 同左

権利行使期間
2023年３月１日

～2031年３月31日

2023年11月１日

～2031年３月31日

2023年３月１日

～2031年10月21日

2024年７月１日

～2031年３月31日
 

(注)１　株式数に換算して記載しております。

(注)２　権利確定条件は付されておりません。なお、新株予約権の行使の条件は、「第４　提出会社の状況　１．株式

等の状況　（２）新株予約権等の状況」に記載の通りです。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度（2025年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 
① ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

権利確定前   （株）     

　前事業年度末 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後　 （株）     

　前事業年度末 2,000 31,100 4,000 1,800

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― 5,500 1,000 700

　失効 ― 200 ― 100

　未行使残 2,000 25,400 3,000 1,000
 

 
② 単価情報

 
第１回新株

予約権

第２回新株

予約権

第３回新株

予約権

第４回新株

予約権

権利行使価格 （円） 245 546 546 1,136

行使時平均株価 （円） ― 3,032 3,055 3,460

付与日における公正な評価単価 （円） ― ― ― ―
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３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法をしてお

ります。

 
４．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価値

の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の

合計額

(1)当事業年度末における本源的価値の合計額 　50,346千円

(2)当事業年度において権利行使されたストック・オプションの

権利行使日における本源的価値の合計額
 17,810千円
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
  

前事業年度
(2024年６月30日)

 
当事業年度

(2025年６月30日)

 繰延税金資産      
 　資産除去債務 9,813 千円  10,123 千円

 　未払事業税 3,797   5,093  
 　減価償却超過額 3,151   2,943  
 　外国税額控除 774   ―  
 　その他 1,522   1,471  
 繰延税金資産小計 19,059   19,631  
 評価性引当額 △774   ―  
 繰延税金資産合計 18,284   19,631  
       
 繰延税金負債      
 　資産除去債務に対応する除去費用 △4,925 千円  △4,379 千円

 　保険積立金 △2,740   △2,808  
 繰延税金負債合計 △7,665   △7,187  
       
 繰延税金資産純額 10,618 千円  12,443 千円

 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
  

前事業年度
(2024年６月30日)

 
当事業年度

(2025年６月30日)

 法定実効税率 34.3 ％  34.3 ％

 　（調整）      
 　法人税額の特別控除 △5.1 ％  △5.1 ％

 　評価性引当額の増減 △1.8 ％  △0.3 ％

 　その他 △0.7 ％  0.1 ％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.7 ％  28.9 ％
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３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

前事業年度（2024年６月30日）

当社は、2023年10月31日付で資本金を50,000千円に減資したことにより、外形標準課税が不適用となりま

した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、30.5％から34.3％

に変更しております。

この税率変更による前事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
当事業年度（2025年６月30日）

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに

伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし

た。

これに伴い、2026年７月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及

び繰延税金負債については、法定実効税率を34.3％から35.1％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。
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(資産除去債務関係)

   資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

   １．資産除去債務の概要

当社は、本社事務所の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務と

して認識しております。

 
   ２．資産除去債務の金額の算定方法

     使用見込期間を取得から10年～15年と見積り、割引率は使用見込期間に対応する国債利回りを参考に合理

的に考えられる利率により、資産除去債務の金額を計算しております。

 
   ３．資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当事業年度
(自 2024年７月１日
至 2025年６月30日)

期首残高 14,913 千円 28,642 千円

時の経過による調整額 91  192  
有形固定資産の取得に伴う増加額 13,638  ―  
期末残高 28,642  28,834  
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
クロス

テクノロジー

サービス

MSP その他 合計

一定の期間にわたって

認識する収益
627,091 801,597 32,062 1,460,751

一時点で認識する収益 246,487 3,768 87,404 337,660

合計 873,579 805,366 119,466 1,798,412

 

 
当事業年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
クロス

テクノロジー

サービス

MSP その他 合計

一定の期間にわたって

認識する収益
739,765 744,309 48,856 1,532,931

一時点で認識する収益 319,727 ― 99,473 419,200

合計 1,059,492 744,309 148,329 1,952,131

 

（注）顧客との契約から生じる収益を分解した情報を、これまで「クラウドインテグレーションサービス」、

「データインテグレーションサービス」、「その他」としておりましたが、近年の開発において、クラウ

ドやAIといった異なる技術要素の垣根が低くなってきているトレンドの変化を踏まえ、当事業年度より

「クロステクノロジーサービス」、「MSP」、「その他」へと変更いたしました。この変更に伴い、前事業

年度の顧客との契約から生じる収益を分解した情報についても、変更後のサービス区分で記載しておりま

す。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項(重要な会計方針)　５．収

益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。なお、履行義務に対する対価は、支払条件により短期間

で受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年

度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

 
　（１）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 145,388 201,311

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 201,311 305,907

契約資産(期首残高) 42,536 101,060

契約資産(期末残高) 101,060 97,068

契約負債(期首残高) 94,986 108,800

契約負債(期末残高) 108,800 87,789
 

契約資産は、請負契約について、進捗度の見積りに基づき認識した収益に係る債権のうち未請求の金額であ

り、完全に履行義務を充足した時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。

契約負債は主に、顧客からの前受金に関するものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。

前事業年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は92,989千円でありま

す。当事業年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は108,083千円であり

ます。

 
（２）残存履行義務に配分した取引価格

当事業年度末において、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下

の通りであります。なお、当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

１年以内 1,379 31,730

１年超２年以内 716 5,007

２年超３年以内 － －

合計 2,096 36,737
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 94/108



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、DX事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
【関連情報】

前事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

サービス区分の名称

外部顧客への

売上高

（千円）

クロステクノロジーサービス 873,579

MSP 805,366

その他 119,466

合計 1,798,412
 

 
２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

 
（2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名
売上高

（千円）

関連する

セグメント名

株式会社まちのわ 451,531 －

株式会社内田洋行 234,755 －
 

（注）当社は単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を行っておりません。

 
当事業年度（自　2024年７月１日　至　2025年６月30日）     

１．製品及びサービスごとの情報

サービス区分の名称

外部顧客への

売上高

（千円）

クロステクノロジーサービス 1,059,492

MSP 744,309

その他 148,329

合計 1,952,131
 

（注）製品及びサービスごとの情報を、これまで「クラウドインテグレーションサービス」「データインテグ

レーションサービス」「その他」としておりましたが、近年の開発において、クラウドやAIといった異な

る技術要素の垣根が低くなってきているトレンドの変化を踏まえ、当事業年度より「クロステクノロジー

サービス」「MSP」「その他」へと変更いたしました。

この変更に伴い、前事業年度の製品及びサービスごとの情報についても、変更後のサービス区分で記載し

ております。
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２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略しております。

 
（2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名
売上高

（千円）

関連する

セグメント名

株式会社まちのわ 367,862 －

株式会社内田洋行 225,895 －
 

（注）当社は単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を行っておりません。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 
【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　該当事項はありません。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度 当事業年度

（自　2023年７月１日 （自　2024年７月１日

　至　2024年６月30日） 至　2025年６月30日）

１株当たり純資産額 761円15銭 899円08銭

１株当たり当期純利益 123円66銭 152円15銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 119円05銭 149円01銭
 

（注）１．１株当たり当期純利益又は潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りでありま

す。

 
前事業年度 当事業年度

（自　2023年７月１日 （自　2024年７月１日

　至　2024年６月30日） 　至　2025年６月30日）

１株当たり当期純利益   
 当期純利益（千円） 154,986 193,948

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

 普通株式に係る当期純利益（千円） 154,986 193,948

 普通株式の期中平均株式数（株） 1,253,298 1,274,682

   
潜在株式調整後１株当たり当期純利益   
 当期純利益調整額(千円) ― ―

 普通株式増加数(株) 48,534 26,863

 (うち新株予約権(株)) (48,534) (26,863)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概

要

― ―

 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前事業年度末 当事業年度末

（2024年６月30日） （2025年６月30日）

純資産の部の合計額（千円） 967,092 1,136,655

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 372 359

(うち新株予約権(千円)) (372) (359)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 966,720 1,136,296

１株当たりの純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（株）
1,270,076 1,263,840

 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｆｕｓｉｃ(E38460)

有価証券報告書

 97/108



⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高

 （千円）

当期増加額

 （千円）

当期減少額

 （千円）

当期末残高

 （千円）

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額

（千円）

当期償却額

 （千円）

差引当期末

残高

 （千円）

有形固定資産        
建物 99,152 － － 99,152 32,121 8,176 67,030

工具、器具及び

備品
34,104 9,397 497 43,004 28,982 9,409 14,021

有形固定資産計 133,256 9,397 497 142,156 61,104 17,586 81,052

長期前払費用 2,238 179 － 2,418 2,021 311 396
 

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

工具、器具及び備品　従業員のPC購入　8,150千円

 
【社債明細表】

該当事項はありません。

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高

 （千円）

当期末残高

 （千円）

平均利率

 （％）
返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 43,349 ― ― ―

合計 43,349 ― ― ―
 

【引当金明細表】

該当事項はありません。

 
【資産除去債務明細表】

明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、記載

を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１.　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 308

預金  
　普通預金 434,491

　定期預金 350,371

小計 784,863

合計 785,172
 

 
２.　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社内田洋行 48,268

株式会社まちのわ 48,090

公立大学法人和歌山県立医科大学 45,371

株式会社インフォコーパス 31,931

ニッポンインシュア株式会社 17,072

その他 115,171

合計 305,907
 

 
売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高

 （千円）

当期発生高

 （千円）

当期回収高

 （千円）

当期末残高

 （千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

（A) （B) （C) （D)

  (A)＋(D)  
 （C)

× 100
 2  

 (A)＋(B)  (B)  
 365

201,311 1,967,769 1,863,173 305,907 85.9 47
 

 
３.　仕掛品

区分 金額（千円）

DX事業 70,100

合計 70,100
 

 
４.保険積立金

相手先 金額（千円）

プルデンシャル生命保険株式会社 58,398

その他 8,000

合計 66,398
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５.　買掛金

相手先 金額（千円）

アマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社 38,233

フォーサイトシステム株式会社 34,783

レバテック株式会社 987

株式会社ハウインターナショナル 866

その他 3,363

合計 78,235
 

 
６.　未払費用

区分 金額（千円）

報酬給与 51,320

社会保険料 14,752

労働保険料 5,087

株式会社アスノ信拓 1,303

株式会社リクルートスタッフィング 687

その他 2,434

合計 75,586
 

 
７.　契約負債

相手先 金額（千円）

株式会社まちのわ 59,969

ダイワボウ情報システム株式会社 3,366

株式会社JECC 2,079

FLCS株式会社 1,997

練馬区教育委員会事務局 1,973

その他 18,403

合計 87,789
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(3) 【その他】

当事業年度における半期情報等

 中間会計期間 当事業年度

売上高 (千円) 935,783 1,952,131

税引前
中間(当期)純利益

(千円) 124,704 272,906

中間(当期)純利益 (千円) 82,662 193,948

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 64.91 152.15
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度    毎年７月１日から翌年６月30日まで      

定時株主総会    毎事業年度の終了後３か月以内      

基準日    毎年６月30日         

剰余金の配当の基準日  毎年６月30日、毎年12月31日          

１単元の株式数   100株          

単元未満株式の買取り            

 取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

 株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

 取次所 ―

 買取手数料　 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額  

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを

得ない事由によって電子公告による公告を行うことができない場合は、日本

経済新聞に掲載して行います。

当社の公告掲載URLは次の通りであります。

https://fusic.co.jp/

株主に対する特典   なし          
 

（注）当社の株主はその有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨定款に

定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第21期(自　2023年７月１日　至　2024年６月30日)2024年９月24日福岡財務支局長に提出。

 
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2024年９月24日福岡財務支局長に提出。

 

(3) 半期報告書及び確認書

事業年度　第22期中(自　2024年７月１日　至　2024年12月31日)2025年２月10日福岡財務支局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書

2024年９月24日福岡財務支局長に提出。

 
(5) 自己株券買付状況報告書

2025年６月18日、2025年７月１日、2025年８月13日福岡財務支局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2025年9月22日

株　式　会　社　F　u　s　i　c  
取　締　役　会　　　　御　中

 

 
有限責任監査法人トーマツ

福　岡　事　務　所

 指定有限責任社員業務執行社員
 公認会計士 只　隈　洋　一

 指定有限責任社員業務執行社員
 公認会計士 濵　村　正　治

     
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社Ｆｕｓｉｃの2024年7月1日から2025年6月30日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Ｆｕｓｉｃの2025年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
主要な顧客に対する売上高の実在性及び期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

会社は、DX事業を営んでおり、「【注記事項】（セグ

メント情報等）3.主要な顧客ごとの情報」に記載のとお

り、主要な顧客に対する売上高を593,758千円計上して

いる。これは当事業年度の売上高1,952,131千円に対し

て、30%と大きな割合を占めている。

会社は、主にクロステクノロジーサービスとして、請

負または準委任契約でのソフトウェア開発、当該ソフト

ウェアの保守運用等のサービスを提供している。これら

は相互にシナジーが期待できるサービスであるため、ク

ライアントニーズに応じたサービス設計を行った結果、

同一の顧客に対して複数のサービスを提供する場合があ

る。また、これらの取引においては、契約に基づく顧客

への役務提供を通じた一定の期間にわたり履行義務が充

足されることから、一定の期間にわたり売上高を計上し

ている。ただし、期間のごく短いソフトウェア開発案件

については、一時点で履行義務が充足すると判断し、顧

客の検収に基づく一時点で売上高を計上している。

会社が営む事業は無形の成果物を提供するという性質

を有するため、取引の実在性及び期間帰属の適切性の観

点において虚偽表示が発生するリスクが想定される。加

えて、会社は主要な顧客に対して内容の異なる複数の

サービスを提供していることから、収益認識に関する会

計基準等の適用を案件ごとに判定する必要がある。その

ため、収益認識に関する会計基準等の適用を誤るリスク

が高く、かつ、その金額的重要性から、虚偽表示が生じ

た場合の財務諸表に与える影響も大きい。

以上より、当監査法人は、主要な顧客に対する売上高

の実在性及び期間帰属の適切性を監査上の主要な検討事

項とした。 

当監査法人は、主要な顧客に対する売上高の実在性及

び期間帰属を検討するに当たり、主として以下の監査手

続を実施した。

（内部統制の評価）

　販売プロセスに係る内部統制について、以下の手続

を実施した。

・顧客との契約締結にあたって、事業部責任者、経営

企画本部長が承認する内部統制について、整備・運用状

況の有効性を評価した。

・売上高の計上にあたって、顧客の検収事実を確認す

るための検収書及び作業報告書の確認に係る内部統制に

ついて、整備・運用状況の有効性を評価した。

 
（売上高の実在性及び期間帰属の適切性の検討）

サービスライン別及び顧客別売上高の月次推移分析を

実施し、異常性の有無を検討した上で、以下の実証手続

を実施した。

・各顧客に係る売上取引について、案件責任者へヒア

リングを実施し、取引内容を理解した。

・契約書の閲覧により契約内容を理解し、収益認識に

関する会計基準等に照らして、会社の会計処理の妥当性

を検討した。

・売上計上に係る関連証憑（契約書、作業報告書、検

収書等）の突合を実施し、売上取引の実在性及び期間帰

属の適切性を検討した。

・期末日時点の売掛金残高に対して確認状を発送し、

回答内容との整合性を確認し、売掛金の実在性を検討し

た。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営

者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容

の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査

業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状況】に記載

されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 
（注）１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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